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序     文 
 
フィジー共和国では、地方分権化に伴い、保健省においても保健事業年間計画の策定を地方

保健局の責任とするなど、より地域特性・現場の意見を汲み上げる制度を構築しつつあります。

一方で、地域保健の現場では、地域保健看護師に現状分析や活動計画を立てるスキルが十分備わ

っていなかったり、また、地域看護師たちを指導する職位の看護師にも、指導者としての管理能

力が十分ではなく、統一したガイドライン等がないままに、現場の看護師任せに活動が行われて

いるという状況がありました。 
 
このような背景の下、2005年４月から３年の協力期間で、「フィジー国地域保健看護師現任教

育プロジェクト」が実施されました。本プロジェクトでは、地域保健看護師への現任教育システ

ムの構築、業務支援ツールとしての保健情報入力ハンドブックや月間業務報告フォーマットの開

発整備、能力基準表の作成などを通じて、地域保健看護師の能力強化を支援してきました。また、

2006年11月には、中間評価調査団も派遣され、PDMの修正、短期専門家の増員などの改善も加

えられました。 
 
今般、３年間の協力が終了するにあたり、これまでの活動を振り返り、成果を総括したうえ

で評価を行い、教訓等を抽出するため、関係者の協力を得て、終了時評価調査団を派遣し、同調

査結果を報告書に取りまとめました。 
 
本調査にご協力いただきました内外関係者の方々に深く謝意を表するとともに、本プロジェ

クト成果の今後の普及、発展のために引き続きご指導ご支援をお願い申し上げる次第です。 
 
平成20年２月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 西脇 英隆 
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ヘルスセンター全景 ヘルスセンター 

月間業務報告フォーム 地域保健看護師とのグループインタビュー

インタビュー 合同評価レポートを基に協議 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

  

プロジェクト主催国際ワークショップ 合同調整委員会で評価結果を発表 

合同調整委員会で評価結果を発表 協議議事録へ署名 

協議議事録への署名が終了し、関係者で記念撮影 



 



 

 

略 語 表 
略 語 英 名 和 名 

AusAID The Australian Agency for International 
Development 

オーストラリア国際開発庁 

CEHS Cent East Health Services 中東部地方保健局 

CHN Community Health Nurse 地域保健看護師 

CMR Consolidated Monthly Returns 月間業務報告 

FHSIP Fiji Health Sector Improvement Program フィジー保健セクター強化プログラ

ム 
F$ Fiji Dollars フィジードル 

IST In-Service Training  現任教育 

JER Joint Evaluation Report 合同評価レポート 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 
PO Plan of Operations プロジェクト活動計画 

WHO World Health Organization 世界保健機関 

 
 

語句の説明 
語 句 説 明 

地域保健看護師 
地域で保健活動を実施する看護師。業務は多岐にわたり、初期医療の

提供から、ヘルス・プロモーション活動まで行っている。 

地区看護指導者 
地区における地域保健看護師に対する指導者。地区看護師長（Sub-
Divisional Health Sister）と地区看護主査（Health Sister）をまとめてい

う。 

月例報告 
ヘルスセンター、看護ステーションなどの保健施設は、月間の保健情

報データを地区に報告する。保健施設→地区→地方保健局→保健省の

順に報告が上がる。 

ヘルスセンター 

カバーする人口は5,000人程度（５～10村）。スタッフは医師・看護指導

者（地区看護師長か地区看護主査）・地域保健看護師がいる。提供して

いるサービスは、一次医療・歯科検診・母子保健サービス、糖尿病検

診等 

看護ステーション 
カバーする人口は2,000人程度で僻地に存在する。スタッフは地域保健

看護師ひとり。一次医療と母子保健サービスが中心 
 

 



 

 

プロジェクト作成物名称一覧 

和正式名 
本報告書内で使

用した和略名 
説 明 

ハンドブック ハンドブック 
月例報告への記入のため、データの集計方法など

をガイダンスしたもの。また、収集したデータの

分析方法についても説明 

看護指導者研修教材集 研修教材集 

地方保健局で看護指導者に対する研修用に開発さ

れた教材等をまとめたもの。地区レベルで地域保

健看護師に対して現任教育を実施する際、利用で

きうる教材も含まれる 

地域保健看護師現任教

育管理ガイドライン 
現任教育ガイド

ライン 
現任教育、実施者（提供者）、参加者についての

定義、実施必要書類などが規定されたもの 

看護指導者のための現

任教育マニュアル 
現任教育マニュ

アル 
看護指導者の役割、能力基準を使用しての部下へ

のコーチング手法などが記載されたもの 

 



終了時評価結果要約表 
１．案件の概要 

国名：フィジー共和国 案件名：地域保健看護師現任教育プロジェクト 

分野：保健医療（人材育成） 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（評価時点）：176,746千円 

先方関係機関：フィジー保健省中東部地方保健局

（Cent East Health Services：CEHS） 

所管部署：人間開発部第４グループ

保健人材育成チーム 

日本側協力機関：国立保健医療科学院 

協力期間：2005年４月～2008年３月 

１－１ 協力の背景と概要 
2000年４月に宮崎で行われた第２回太平洋・島サミットで「宮崎イニシアティブ」が発表

され、日本・太平洋島嶼国の包括的なパートナーシップの構築が確認された。さらに、2003

年５月の第３回太平洋・島サミットにおいては「沖縄イニシアティブ」が採択され、感染

症、生活習慣病の対策並びに予防接種の実施などについて、我が国による支援が明記されて

いる。 
これを受けてJICAでは、沖縄センターにおいて2000年度より国別集団研修｢島嶼国地域保

健行政｣が、５か年計画で大洋州９か国から参加者を募って実施された。この研修事業の中

で、フィジーにおける地域保健看護師（Community Health Nurse：CHN）の活用と、そのた

めの人的資源開発への日本の支援を要請する声が高まり、2003年11月のプロジェクト形成調

査、2004年10月の事前評価調査及びフィジー政府側との協議を経て、フィジー中部地方の地

域保健看護師を対象とした本プロジェクトが実施されることとなった。 
フィジーではAusAID（オーストラリア国際開発庁：The Australian Agency for International 

Development）の支援の下、地方分権化が進められており、保健省においても保健事業年間

計画の策定を地方保健局の責務とするなど、より地域特性・現場の意見を汲み上げる制度を

構築しつつある。他方、地域保健を担当する看護師等の人材には、現場の問題を分析し活動

計画を立てるための十分な能力が備わっておらず、地方のヘルスセンター・看護ステーショ

ンに配置される保健医療従事者が限られているなか、初期医療の提供からヘルス･プロモー

ション活動まで一人に非常に多くの業務が課せられている。地域保健看護師を指導する職位

の看護師についても、指導者としての管理能力が十分ではなく、地域保健活動や上記保健施

設の管理は、統一されたガイドラインなどがないまま、現場の看護師任せにされている。 
かかる背景の下、プロジェクトでは地域保健看護師への現任教育（In-Service Training：

IST）システムの構築、業務支援ツールとしての保健情報入力ハンドブックや月間業務報告

（Consolidated Monthly Return：CMR）フォーマットの開発整備、能力基準表の作成などを通

じて地域保健看護師の能力強化を支援してきた。 
2006年11月に中間評価調査を実施し、専門家体制の拡充検討とPDM（Project Design 

Matrix）の見直しが行われた。その結果、2007年７月以降は、看護分野の滞在型専門家２名

が配置された。 
（なお、本プロジェクトの対象地域は「中部地方」であるものの、それを管轄するのは「フ

ィジー保健省中東部地方保健局」であることから、文章中に「中部」「中東部」が混在して

いる。） 
 

i



 

１－２ 協力内容（PDM第２版による） 
＜上位目標＞ 

中部地方において地域保健看護師の行う地域保健活動の質が改善される。 
 

＜プロジェクト目標＞ 
 中部地方において地域保健看護師の業務管理能力が現任教育を通じて向上する。 
 
＜成果＞ 
（１）地域保健看護師の能力の基準と機能が定められる。 
（２）地区看護指導者の現任教育に関する運営管理能力が向上する。 
（３）各地区において地域保健看護師を対象とした現任教育が機能する。 
（４）プロジェクトの成果が他地方及び他国に紹介される。 
 
＜投入＞評価時点 
（2008年１月現在） 
 日本側：長期専門家派遣 ２名       機材供与  6,457千円 
     短期専門家派遣 10名       現地業務費 1,994千円 
     研修員受入れ  ４名 
 相手国側：カウンターパート配置 33名   ローカルコスト負担 1,928千円 
      オフィス・施設提供・電気・電話代・ドライバー代等 
 

２．評価調査団の概要 

調査者 
 
 

団長       三国 成晃  JICAフィジー事務所 次長 
地域看護     平野 かよ子 国立保健医療科学院公衆衛生看護部 部長 
保健人材育成計画 相賀 裕嗣  JICA人間開発部 国際協力専門員 
評価計画     神藤 はるか JICA人間開発部第四グループ保健人材育成

チーム 
評価分析     秋山 佳子  システム科学コンサルタンツ株式会社 

調査期間 2008年１月22日～２月９日 

３．調査結果の概要 

３－１ 実績の確認 
成果１：地域保健看護師の能力の基準と機能が定められる。 

プロジェクトで作成した能力基準表が2007年５月、ハンドブック（ Handbook for 
Community Health Nurses for better management）は2007年７月に保健省より承認を受け、地域

保健看護師の能力基準が定められた。 
 

成果２：地区看護指導者の現任教育に関する運営管理能力が向上する。 
地区看護指導者は地域保健看護師の現任教育の計画立案・運営・評価を行う役割を担って

いる。プロジェクトは合計10回の指導者研修を通じて地区看護指導者の現任教育への知識向

上をはかった。この合計10回の指導者研修には延べ148名（平均参加率88％）が参加した。

また、2007年８月には中東部地方保健局現任教育管理運営ガイドライン（ The IST 
Management Guideline）が発行され、現任教育に係る各種計画書・報告書のフォームが統一
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された。また、プロジェクトは2007年８月に情報管理ハンドブックを作成、これを現任教育

に導入して地域保健看護師の保健情報収集方法を統一した。また、地区看護指導者のために

ISTマニュアル（In-Service Training Manual for Nursing Supervisors）が作成され、配布された。

 
成果３：各地区において地域保健看護師を対象とした現任教育が機能する。 

現任教育は各地区の年度計画に明記されるようになり、地区レベルで現任教育活動が開始

された。2007年はタイレブ地区は４回、その他の地区は５回現任教育を実施した。これらの

現任教育への参加率は54％から87％であった。また、中部看護指導監と現任教育調整官は

2007年に合計37回の各地区への訪問を実施し、地区レベルでの現任教育のモニタリングと技

術的指導を実施した。 
なお、調査団が実施したインタビューの結果、現任教育体制が整備されるに伴い、地域保

健看護師自身が能力基準表に従って客観的に自己査定を行い、弱点が認識できることになっ

た点や、ハンドブック導入により月間業務報告書への記載漏れがなくなったり、一部ではあ

るが自分でデータ分析が可能となったといったような声が聞かれた。 
一方で、新任の地区看護指導者にとって現任教育の実施が困難となる場合があることや、地

区看護指導者によるモニタリング、スーパービジョンの回数が少ないこと、スーパービジョン

の質が不十分であることなどが、今後強化が必要な点として、インタビューから判明した。 
 

成果４：プロジェクトの成果が他地方及び他国に紹介される。 
2006年12月に北部、西部地方に現任教育プログラムを紹介するための全国セミナーを開催

した。本セミナーへの参加者は他の会議との重複のため予定よりも少なかったものの、参加

者はプロジェクトの背景、現任教育システムにおける地方、地区の責任について理解した。

また、2008年２月には、サモア、ソロモン、トンガ、バヌアツを対象とした国際ワークショ

ップを開催した。 
2006年７月からニュースレター“Smart Nurse”を発行し、全13号、国内外の関係者、関係

機関に配布した。印刷、配布費については、当初は日本側が負担していたが、第９号からはフ

ィジー側がその経費を負担するとともに、編集等についても主体的に実施することとなった。

 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 
保健省の2005～2008年の保健戦略計画の中では、「保健サービスの質の向上のための

保健人材育成」が５つの戦略目標の一つとしてあげられ、その目標達成のためには、保

健人材への現任教育の機会を増やすことが必要であるとされている。このことから、本

プロジェクトはフィジーの国家計画と合致しているといえる。 
また、第４回太平洋・島サミットにおいて、日本は、環境、保健、水、衛生、教育、

職業訓練を援助の重点分野とすることを表明しており、本プロジェクトと日本のODA
（政府開発援助：Official Development Assistance）政策の整合性がある。加えて、JICA
国別事業実施計画の中でも、「保健医療」は最重点協力分野として位置づけられている。 

地域保健看護師の現任教育参加の機会が限られていたことや、機会があっても疾患別

の科目の研修がほとんどであったという問題に対応するために、本プロジェクトは初め

て地域保健看護師に日常業務に係る技術と知識を包括的かつ体系的に学ぶ機会を提供し

た。本プロジェクトの目標や実施手段は現場レベルの地域保健看護師によく認識され、
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また現任教育の体系的、継続的な実施の必要性について、インタビューを通じ確認され

たことから、本プロジェクトはターゲットグループのニーズと合致しているといえる。

 
（２）有効性 

調査団が実施したインタビュー等の結果から、地域保健看護師の管理能力の向上が確

認できたことから、本プロジェクトの有効性はおおむね高いといえる。 
有効性をさらに確実なものにするために、以下各点の実行が期待される。 

・新任の地区看護指導者が現任教育活動を開始できるよう、現任教育実施の詳細手順を

現任教育マニュアルに追加する。 
・地域保健看護師への巡回指導活動を、現任教育マニュアルに従い年４回実施する。 
・地域保健看護師の活動に対して具体的な指導ができるよう、スーパービジョンの質を

向上させること。 
・月間業務報告のデータ分析結果を、看護師活動のためにさらに活用する。 

本プロジェクトでは、地域保健看護師の能力の基準と機能を定め（成果１）、地域保

健看護師に必要とされる能力を明確化し、それを向上させるために、地域保健看護師を

指導する指導者の運営管理能力の向上（成果２）及び地域保健看護師を対象とした現任

教育体制を機能させる（成果３）ための活動を実施してきた。その結果、プロジェクト

目標はおおむね達成できたといえる。 
 

（３）効率性 
本プロジェクトの効率性は高い。関係者間のプロジェクトに対する共通理解の形成

や、フィジー側がJICAの技術協力プロジェクトに不慣れで、その特徴を理解することに

時間がかかったため、プロジェクト中盤までは遅れがみられたが、フィジー、日本側双

方の努力により、成果は達成された。 
効率性に関する貢献要因は、①専門家や機材は必要な投入のみ行われたこと、②プロ

ジェクト活動経費をフィジー側と分担できたこと、③フィジー側に適切なカウンターパ

ートの配置があったことがあげられる。特に、当初予定されていなかった現任教育調整

官が、日本側からのアドバイスに基づき、プロジェクトの途中から配置されたことは、

円滑なプロジェクト活動に大きく貢献した。 
なお、阻害要因としては、2006年のゼネスト、クーデター、麻疹の大発生、2007年の

看護師組合によるストライキなどがあげられる。プロジェクトはこれらにより約５か月

間活動が停滞した。しかし、2007年７月から保健分野の専門家が増員され、体制が強化

されたこともあり、事業の効率性は確保された。 
 

（４）インパクト 
地域保健看護師に対する現任教育活動が今後も継続的に実施されれば、本プロジェク

トの上位目標は達成されると考えられる。プロジェクト活動の後半には、フィジー側の

オーナーシップがみられた点や、今後本プロジェクトの全国展開についても意欲的であ

る姿勢を踏まえると、現任教育活動が今後継続される可能性は高い。一方で、活動を継

続実施する際には、現任教育活動を実施するための交通費や交通手段が確保できない、

機材が十分ではないなどの改善が必要な点も存在している。上位目標達成のためには、

フィジー側によるこれらの管理が必要であると考えられる。 
なお、地区看護指導者や地域保健看護師へのインタビューから、本プロジェクトの実
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施による以下のような波及効果が確認された。 
・保健省は、現任教育について、現行の看護師教育カリキュラムの中で紹介することを

検討し始めている。 
・保健省は、地域保健看護師のみならず病院看護師も、現任教育の重要性、有効性を理

解する必要があることを認識している。 
・現任教育を通じて、地域保健看護師間のコミュニケーションや連携が強化された。 

なお、負のインパクトは確認されなかった。 
 

（５）自立発展性 
プロジェクトの自立発展性は以下の理由から高いと考えられる。 

１）人材育成は、保健省の中で高い優先順位がついており、現任教育システムはこの政

策の下、中部において引き続き強化されるものと考えられる。また、保健省では、本

プロジェクトを通じて、現任教育システムを国家レベルに普及させていくことを検討

している。その過程で、地域保健看護師の能力が標準化されるとともに、質の高い保

健サービスが提供されることが期待できる。 
２）中東部地方保健局では、2008年度の地区看護指導者研修計画を作成するなど、現任

教育活動維持のための体制構築に向けた努力は認められる。また、中東部地方保健局

は現任教育を継続して実施していく必要性を主張し、保健省と連携して全国展開をし

ていきたいと考えている。予算面でも、AusAIDの“Public Health Fund”公衆衛生基金

から資金の確保が可能であると考えられる。 
３）地区看護指導者たちが、地域保健看護師への現任教育活動を行う能力に向上がみら

れた。また、中東部地方保健局は地区看護指導者の指導者研修を自発的に計画するな

ど、自立発展性を示す肯定的な兆しがみられる。 
 

なお、中部地方における現任教育活動のモニタリングとフォローアップをより確実に

行っていくため、看護指導者用の研修プログラムが計画されることが求められる。ま

た、月間業務報告フォーマット改訂が予定されており、その際に予想される地域保健看

護師の混乱を最小限にとどめるべく、フィジー側はプロジェクトで作成したハンドブッ

クの関連箇所を改訂版月間業務報告用マニュアルに反映させることが必要である。 
また、プロジェクトの自立発展性を維持するためには、中東部の現任教育調整官を常

設のポストにすることが必要である。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

本プロジェクトのデザインは、①地区看護指導者に対して研修を行い、現任教育体制

を構築し、②研修を受けた地区看護指導者たちが地域保健看護師に対し現任教育を行う

ことを支援するという２段階構成になっている。このプロジェクトデザインは、他ドナ

ーから受け入れられているとともに、肯定的な関心を集めている。そのため、他ドナー

で実施中の協力において、本プロジェクトの成果を考慮している。 
 

（２）実施プロセスに関すること 
・本プロジェクトでは、フィジー側のオーナーシップを重視し、参加型・合意形成型の

アプローチを取り、協議に十分時間をかけたことで、その後の現任教育活動の導入、
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実施にスムーズに移行できた。 
・中間評価調査団派遣後、日本人専門家等の追加投入が行われ、活動の進捗の遅れを取

り戻すことができた。 
・中間評価調査団派遣以降、活動の優先順位と責任者を確認し、全体の流れとめざす方

向を明確に説明することで、フィジー側の現状理解と意欲が増し、目標達成に向けて

力を合わせた体制ができた。 
・チーフアドバイザーがプロジェクトに関連する部署、他の開発援助機関と定期的にコ

ンタクトを取ることで、これら関係者の本プロジェクトへの理解が深まるとともに、

活動の重複を可能な限り避けることができた。 

 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 

・プロジェクト活動を測る指標の中には、指標設定時ではデータ未整備（整備予定）の

項目が含まれており、終了時評価までにデータが整備されなかったものがあった。そ

のため、本終了時評価では、インタビューなどの定性的データを代用した。 
・前述のとおり、本プロジェクトのプロジェクト・デザインは最終的にはフィジー側及

び他ドナーからの評価が高かったものの、プロジェクト開始時には、関係者間の共通

理解に時間がかかった。しかし、中間評価以降、活動の優先順位と責任者を確認し、

全体の流れとめざす方向を明確に説明することで、しっかりと共通理解を形成するこ

とができた。 
 

（２）実施プロセスに関すること 
・本プロジェクトは、フィジー保健省にとって初の技術協力プロジェクトであったた

め、フィジー側のオーナーシップの下に日本と協力して作り上げていくという技術協

力プロジェクトの特徴を日本側が折に触れ説明しても、フィジー側が実感を伴って理

解するのに時間がかかった。理解が深まるには当初の想定を大幅に上回る時間が必要

であり、そのことが活動の遅れの一因となったが、活動を進めていくにつれ、徐々に

理解は深まった。 
・ゼネスト、クーデター、麻疹の大発生により、活動が停滞した時期があったが、専門

家を増員し、体制を強化したことで、事業の効率性は確保された。 
 

３－５ 結 論 
PDM２で計画されたすべての活動は実施され、プロジェクト目標はおおむね達成されたと

考えられる。本プロジェクトのデザインが前述のとおり２段階構成になっていたことから、

関係者間のビジョンの共有や合意形成に時間がかかり、中間評価時点においても活動の遅れ

が指摘されていた。しかし、この合意形成のプロセスは、フィジー側のオーナーシップを醸

成し、中部地方において現任教育が自立的に維持されることに貢献したと考えられる。 
評価５項目に関しては、妥当性、効率性は高い。有効性については、プロジェクト目標は

達成されたと考えられる。有効性を測る指標の中には、データ未整備の項目が含まれてお

り、終了時評価に使えないものがあったが、プロジェクトや評価調査団員の調査、また調査

団としてのインタビュー等定性的データからは、プロジェクト目標である地域保健看護師の

能力向上が確認された。インパクトについては、このまま現任教育活動が実施されれば、上

vi



 

位目標の達成見込みがあると考えられる。また、保健省が現行の看護師教育カリキュラムの

中で現任教育について紹介することを検討し始めたことが確認され、この点は、本プロジェ

クトのインパクトといえる。なお、負のインパクトは確認されなかった。プロジェクトの自

立発展性についても、比較的高いと考えられる。その理由としては、①人材育成が保健省の

中でも優先順位が高い分野であること、②現任教育活動を継続するうえでの組織的対応や予

算的措置が中東部地方保健局内でなされていること、③中東部地方保健局や中部において、

現任教育活動の運営管理能力が向上していることがあげられる。 
本プロジェクト終了後は、フィジー側はこのプロジェクトで開発した現任教育システムを

中部のみならず全国へ普及する意向をもっている。その際の留意事項として、以下「３－

６」をフィジー側に提言した。 
 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
＜上位目標の達成に向けて＞ 
（１）スーパービジョンの質を確保するため、中東部地方保健局は地区看護指導者（特に新

任の指導者）の能力強化を図る必要がある。 
（２）プロジェクトの自立発展性を維持するためには、中東部の現任教育調整官を常設のポ

ストにすることが必要である。 
（３）2008年６月に予定されている新月間業務報告フォーマット導入の際に、混乱を招かな

いよう関係機関と事前調整する必要がある。 
 
＜現任教育システムの全国展開に向けて＞ 
（４）現任教育調整官を各地方にそれぞれ１名ずつ配置できることが望ましい。 
（５）現任教育システムを円滑に全国展開するために、保健本省がその調整、監督の役割を

担うことが望ましい。 
 
＜保健人材の育成に向けて＞ 
（６）保健人材の育成にあたっては、保健省には以下の点が求められる。①地域保健看護師

の現任教育において、業務管理以外の能力（例えば公衆衛生、臨床分野等の知識、能力

等）の強化にも留意する、②それらの能力強化メニューを総合して、パッケージ化され

た地域保健看護師向けの現任教育システムを作る、③そのシステムを試行、改善したう

えで、それを国家標準化された地域保健看護師の現任教育システムとする。 
（７）地域保健看護師の現任教育システムの国家標準モデルが完成したあとは、フィジーの

人材育成計画の中で他のすべての職種・職能への現任教育システムの適用性を検討する

ことが望ましい。 
 
３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトとの発掘・形成・

実施・運営管理に参考となる事柄） 
＜プロジェクトデザインについて＞ 
・本プロジェクトは、地域保健看護師の業務管理能力を向上させることを目標としている

が、その手段として「現任教育システム」をつくることが必要とされていた。しかし、活

動開始当初は、関係者の間で、活動内容について共通理解をもつことに予測を上回る時間

がかかった。プロジェクトを開始する際は、プロジェクトの概要、デザインがわかりやす

いように図式化するなどして、なるべく早めに関係者間の理解、合意形成をすることが重
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要である（なお、中間評価を通じて日本側、フィジー側にプロジェクト目標に関する理解

に相違があることが判明し、それをきっかけにプロジェクト活動の優先順位づけ、活動範

囲を絞るなどの軌道修正を行った）。 
・通常、システム構築の際は計画、試行、国家標準化のステップを踏むため、５年ほどの期

間が必要と考えられる。本プロジェクトでは３年間で試行段階まで到達し、その後の国家

標準化はフィジー側に任せることとした。国家標準化までプロジェクト期間内に実施する

ことを目標とする場合は、実施期間を慎重に吟味する必要がある。 
・プロジェクトの活動プロセスや成果を他地方、他国へ紹介することは非常に有効であるが、

ある程度国家標準化が可能であれば、標準化されたものを普及させることが望ましい。 
 
＜投入について＞ 
・実施期間が３年間という限られた期間である場合は、プロジェクト目標達成のためには、

活動の進捗確認や進捗が遅れている場合の対処を速やかに行うことが重要である。例え

ば、適切なタイミングで中間評価調査団を派遣するなどの方策が考えられる。 
 
＜フィジー側の対応について＞ 
・本プロジェクトは、フィジー保健省にとっては、初の技術協力プロジェクトであった。そ

のため、JICAの技術協力プロジェクトの特徴について、フィジー側の理解を深めることに

時間がかかった（フィジー側は、AusAIDのコンサルタント主導の代行サービスとしての

技術支援形式に慣れていたため、本プロジェクト開始当初は、フィジー側のオーナーシッ

プのもとに、日本と協力して作り上げていくという手法が理解されにくかった）。相手側

にとって初の技術協力プロジェクト実施の場合は、プロジェクト開始前から、日本の技術

協力プロジェクトの概要、特徴を説明することが円滑な開始に寄与すると考えられる。ま

た、開始後も相手側の理解促進に十分な時間が必要である点に留意することが重要である。 
 

viii



 

Evaluation Summary 
1. Outline of the Project 

Country：Republic of the Fiji Islands  Project title：Project for In-service Training of Community 
Health Nurses  

Issue/Sector：Healthcare and medical 
treatment (human resources development) 

Cooperation scheme：Technical Cooperation Project 

Total cost (as of the evaluation)：176,746,000 yen Division in charge：Health Personnel 
Development Team, Group IV, Human 
Development Department  

Partner Country’s Implementing Organization：CentEast Health 
Services (CEHS) 

Period of Cooperation：April 2005 – 
March 2008 

Supporting Organization in Japan：National Institute of Public 
Health 

Background of the Project 
In the Second Japan and the Pacific Islands Forum (PIF) Summit Meeting held in April 2000 in Miyazaki, 

the “Miyazaki Initiative” was launched, and the aim to establish comprehensive partnership between Japan 
and the Pacific Islands Countries was confirmed. In addition, in the Third Japan-PIF Summit Meeting held in 
May 2003 in Okinawa, the “Okinawa Initiative” was adopted, stipulating Japan’s support in countermeasures 
for infectious and non-communicable diseases and implementation of an immunization campaign.  

Following these initiatives, JICA implemented a country-focused training course, namely “Pacific Islands 
National Community Health Administration .” The training was held at the Okinawa International Center for 
five years from FY2000, inviting participants from nine countries. In the above mentioned trainings, the 
need for Japan’s assistance increased in areas such as the utilization of Community Health Nurses (CHNs) in 
Fiji and personnel development for this purpose. Following the Project Formulation Study in November 
2003, the Preparatory Study in October 2004 and discussion with the Fijian government, it was decided that 
this Project, targeted to CHNs in the Central Division of Fiji, be implemented.  

Decentralization and the strengthening of local governance is now progressing in Fiji under the AusAID 
(Australian Agency for International Development). The Ministry of Health is on the way to establishing a 
system that can further absorb regional characteristics and on-site opinions, such as by transferring the 
responsibility of formulating an annual healthcare activities plan to divisional health service offices. On the 
other hand, personnel, such as nurses, who are in charge of community healthcare lack sufficient capability 
to analyze actual problems and formulate action plans. Because of the number of healthcare and medical 
personnel appointed to local health centers and nursing stations, an excessive amount of duties, from the 
provision of primary medical care to health promotion activities, is assigned to one person. Even nurses in 
the position of instructing CHNs do not have sufficient management capabilities as supervisors, and works 
such as regional healthcare activities and the management of local health centers are left to the discretion of 
nurses working there without any uniformed guideline.  

Against such background, the Project has been supporting the capacity development of CHNs through 
measures such as the establishment of a system for in-service training (IST) of CHNs, development and 
improvement of information such as a Handbook for Community Health Nurses and Consolidated Monthly 
Return(CMR) formatted as business support tools, and the preparation of Competency Standards.  

In the Mid-term Evaluation Survey conducted in November 2006, additional input of experts was 
considered and the Project Design Matrix (PDM) was reviewed. As a result, two stationed Japanese experts 
in the field of nursing were appointed after July 2007.  
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(While the target area of this Project is Central Division, because the CEHS has jurisdiction over the 
division, both “Central” and “CentEast” appear in this document.) 
 
Project Overview (based on the PDM2) 
(Overall Goal) 

The quality of community health services provided by CHNs is improved in the Central Division.  
(Project Purpose) 

The management skills and competence of community health nurses are reinforced through in-service 
training in the Central Division.  
(Outputs) 

(1) Standard of Competency and functions of Community health nurses are established. 
(2) Supervisors’ knowledge on management of In-Service Training is improved. 
(3) In-Service Training for Community health nurses functions in each sub-division. 
(4) Achievements of the Project are presented to other divisions/countries. 

(Input) As of the evaluation 
(As of January 2008) 
 Japanese side： Long-term experts： 2 people  Equipment：6,457,000 yen 
      Short-term experts： 10 people    Local cost：1,994,000 yen 
      Trainees accepted： 4 people 
 Fijian side： Counterpart： 33 people      Local cost：1,928,000 yen 
      Provision of offices and facilities, electricity and telephone bills, drivers’ fees, etc. 
 
2. Evaluation Team 

Members of 
the 
evaluation 
team 
 
 

Leader：Nariaki MIKUNI (Deputy Director, JICA Fiji Office) 
Community Nursing：Kayoko HIRANO (Director of Public Health Nursing, National 
Institute of Public Health) 
Human Resource Development Policy ： Hirotsugu AIGA (Senior Advisor, Human 
Development Department, JICA) 
Cooperation Planning：Haruka SHINDO (Health Personnel Development Team, Group IV, 
Human Development Department, JICA) 
Evaluation Analysis：Yoshiko AKIYAMA (System Science Consultation, Inc.)  

Period of 
evaluation 
 

January 22, 2008 – February 9, 2008 

3. Results of Evaluation 

3-1. Achievements 
Output 1：Standard of Competency and functions for CHNs are established 

The Competency Standard prepared by the Project and the Handbook for Community Health Nurses for 
better management were approved by the Ministry of Health in May 2007 and July 2007 respectively. 
Therefore, competency standard of CHNs was established. 
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Output 2：Supervisors’ knowledge on the management of IST is improved. 
Sub-divisional supervisors assume roles in planning, operating and evaluating IST for CHNs. The 

Project tried to improve the knowledge of supervisors on IST for CHNs through supervisor training 
sessions implemented ten times in total, in which 148 trainees in total participated (average participation 
rate： 88%). In addition, the IST Management Guideline by CEHS was published in August 2007, and 
the format of various planning documents and reports related to IST was unified. The Project also 
prepared the Handbook for community Health Nurses in August 2007, which was introduced in IST, and 
unified healthcare information gathering methods for CHNs. The In-Service Training Manual for Nursing 
Supervisors was also prepared and distributed for use by the sub-divisional supervisors. 

 
Output 3：IST for CHNs functions in each sub-division. 

IST is now clearly stated in the annual plan of each sub-division, and IST activities have begun at the 
sub-division level. In 2007, IST was implemented four times in the Tailevu sub-division and five times in 
other sub-divisions. Participation rates of these IST ranged from 54% to 87%. The Nursing Services 
Managers of Central Division and the IST Coordinator visited different sub-divisions 37 times in total in 
2007, implementing IST monitoring at the sub-divisional level and giving technical instructions. 

Furthermore, interviews implemented by the evaluation team brought out opinions pointing out the fact 
that with the IST system being improved, CHNs became able to self-assess objectively in accordance with 
the Competency Standards, and that the introduction of the Handbook worked to eliminate recording 
omissions in CMR, and that some CHNs even became able to analyze data on their own. 

On the other hand, the interview also revealed points in need of further reinforcement, such as that IST 
led by the newly-appointed sub-divisional nursing supervisors may be difficult, that the frequency of 
monitoring and supervision by the sub-divisional nursing supervisors is insufficient, and that the quality of 
such supervision is unsatisfactory. 
 
Output 4：Achievements of the Project are presented to other divisions/countries. 

A nation-wide seminar to introduce the IST program to the Northern and Western Divisions was 
implemented in December 2006. Although the number of participants in this seminar was below the 
planned level due to schedule conflicts with other meetings, participants gained understanding on the 
background of the Project and the responsibilities of divisions and sub-divisions in the IST system. The 
Project also implemented an international workshop targeted to Samoa, Solomon Islands, Tonga and 
Vanuatu in February 2008. 

The newsletter “Smart Nurse” was issued from July 2006, for 13 volumes in total. They were 
distributed to relevant parties and institutions in and out of the country. The cost for printing and 
distribution was initially borne by the Japanese side. However, the Fijian side started to pay these costs as 
well as taking initiative in editing work from Volume 9. 
 

3-2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 

The relevance of this Project is high. 
In the Strategic Plan for 2005-2008 by the Ministry of Health, “development and retention of a valued, 

committed and skilled health workforce to enhance the delivery of quality health services” is given as one 
of the five strategic goals. The Plan specifies that it is necessary to increase the occasions for IST to health 
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personnel in order to achieve this goal. Therefore, it can be said that this Project is consistent with the 
national policy of Fiji.     

In the Fourth PIF Summit Meeting, Japan expressed its focus on areas such as the environment, 
healthcare, water, sanitation, education and vocational training. Therefore, there is consistency between 
this Project and the Official Development Assistance (ODA) policy of Japan. In addition, “healthcare” is 
also positioned as one of the top priority areas in the JICA Country Program for Fiji.  

In order to cope with problems such as the fact that occasions for CHNs to participate in IST were 
limited, and that even when they had the occasion, the training mainly consisted of programs specific to 
different diseases, the Project provided CHNs occasions to gain skills and knowledge on daily operations 
in a comprehensive and systematic manner for the first time. The goals and implementation method of the 
Project are well recognized among CHNs at the working level. The necessity of systematic and continuous 
implementation of IST was also confirmed through interviews. Thus, it can be said that this Project is 
consistent with the needs of the target group.  
 

(2) Effective-ness 
According to the results of interviews implemented by the evaluation team, improvement in the 

management capability of CHNs was confirmed. Therefore, it can be said that the effectiveness of the 
Project is generally high.    

In order to further ensure the effectiveness of the Project, it is expected to implement each of the 
following： 
・Detailed procedures for implementing IST should be added to the IST Manual so that the newly-

appointed sub-divisional supervisors can start IST activities.  
・Supervisions to CHNs given in regular visits of supervisors should be given four times a year in 

accordance with the IST Manual.  
・The quality of supervision should be improved so that specific instructions are given on the activities of 

CHNs.  
・The result of the analysis of CMR data should be further utilized for nursing activities.  

In this Project, the standard of competencyand function of CHNs were established (Output 1) and 
abilities required for CHNs were clarified. In order to improve such abilities, the Project implemented 
activities to improve the managerial competency of nursing supervisors who instruct CHNs (Output 2) and 
to make IST targeted for CHNs functional (Output 3). As a result, it can be said on the whole that the 
Project Purpose has been achieved.  
 

(3) Efficiency 
The efficiency of this Project is high. It took time for forming a common understanding among the 

relevant parties regarding the Project, as well as taking time for the Fijian side, who were not used to 
JICA’s technical cooperation project, to understand the characteristics of JCA’s projects, the progress of 
the Project was behind the schedule until about halfway. However, the Outputs were achieved with efforts 
of both the Japanese and the Fijian sides.  

Factors that contributed to improved efficiency can be named as follows：(i) input of experts and 
equipments was limited to only those that were necessary; (ii) the ability to share the cost burden for 
Project activities with the Fijian side; and (iii) the appointment of counterparts at the Fijian side was 
appropriate. In particular, the fact that the IST Coordinator, which is a position that was not included in 
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the original plan, was assigned at the halfway point of the Project based on advice from the Japanese side, 
contributed significantly to the smooth implementation of Project activities.  

As for factors that impeded the efficiency, there were： general strikes, a coup d’etat, and the severe 
measles outbreak in 2006, as well as a strike of the nurses’ union in 2007. The Project activities were 
interrupted for about five months due to these reasons. However, the efficiency of the Project was secured, 
partly due to the increase in the number of experts in the healthcare field, from July 2007.  
 

(4) Impact 
If IST activities targeted for CHNs are continuously implemented in the future as well, it is considered 

that the Overall Goal of this Project will be achieved. Considering factors such as that the awareness of 
ownership was seen among the Fijian side at the latter half of the Project period, and that the Fijian side is 
willing to disseminate the Project throughout the country in the future, it is highly probable that IST 
activities will be continuously implemented in the future as well. On the other hand, if the activities are to 
be implemented continuously, improvements are also necessary, such as in the difficulty of securing traffic 
expenses and means of transportation and in the insufficiency of facilities that are necessary to provide 
IST. In order to achieve the Overall Goal, it is considered necessary that the Fijian side manages these 
required improvements.  

In addition, interviews of the sub-divisional supervisors and CHNs confirmed the following ripple 
effects of the implementation of this Project.  
・The Ministry of Health is starting to consider introducing IST within the current nurse education 

curriculum.  
・The Ministry of Health is recognizing the necessity that not only CHNs but also nurses in hospitals 

understand the importance and effectiveness of IST. 
・Communication and collaboration among CHNs were strengthened through IST.  

No negative impacts of the Project were identified.  
 
(5) Sustain-ability 

It is considered that the sustainability of the Project is high for the following reasons：  
1) Human resource development is a highly prioritized issue for the Ministry of Health, and it is 

considered that the IST system will be continuously reinforced under this policy. The Ministry of Health 
is also considering disseminating the IST system at the national level through this Project. It is expected 
that the capabilities of CHNs will be standardized as well and that quality health service will be 
provided in the process.  

2) Efforts of the CEHS geared to establishing a system for maintaining IST activities can be recognized, 
such as plans that are being prepared for the training of sub-divisional nursing supervisors. The CEHS 
also points out the necessity of implementing IST in a continuous basis, and is considering its 
implementation throughout the country in collaboration with the Ministry of Health. In terms of the 
budget, it is also considered that financing from the Public Health Fund of AusAID is possible.  

3) There was an improvement in the capability of the sub-divisional nursing supervisors to implement IST 
activities targeted to CHNs. There are also positive signs of sustainability such as the CEHS voluntarily 
planning training programs targeted to the sub-divisional nursing supervisors.  

 
In addition, in order to ensure further secure implementation of the monitoring and follow-up of IST in 
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the Central Division, it is desirable to plan a training program for nursing supervisors. Also, the revision of 
the CMR format is scheduled, and in order to minimize the expected confusion of CHNs accompanying 
the revision, it is necessary for the Fijian side to include the relevant excerpts in Handbooks prepared 
under the Project in the revised CMR Manual.  

In order to maintain the sustainability of the Project, it is necessary to make the IST Coordinator of 
CentEast District a permanent post.  

 
3-3. Factors that Promoted the Realization of Effects 
(1) Factors concerning the planning 

This Project was designed in two stages, namely (i) to provide training to the sub-divisional nursing 
supervisors and establish the IST system, and (ii) to support the trained sub-divisional nursing supervisors 
providing IST to CHNs. This project design is not only accepted by but is also attracting the positive 
interest of other donors. Therefore, the Outputs of the Project are being considered in other cooperative 
projects implemented by other donors.  

 
(2) Factors concerning the implementation process 
・ This Project values the ownership of the Fijian side, and it took the participating and consensus-

building type of approach and spent an adequate length of time for discussion. Therefore, it was 
possible to move on to the introduction and implementation of the IST activities thereafter. 

・ After the dispatch of the Mid-term Evaluation Team, there were additional inputs of Japanese experts, 
which worked to make up for the delay in the progress of activities. 

・ Since the dispatch of the Mid-term Evaluation Team, the order of the priority of activities and 
personnel in charge were confirmed. The entire flow and the targeted direction were also clearly 
explained to the Fijian side. These resulted in a further understanding of the current circumstances and 
heightened motivation among the Fijian side. It contributed to establishing a structure to combine the 
efforts of the relevant parties to achieve the goal.  

・ With the Chief Advisor contacting relevant departments and other development assistance agencies on 
a regular basis, the relevant parties gained further understanding of this Project, which resulted in 
avoiding activity overlap. 

 
3-4. Factors that Impeded the Realization of Effects  
(1) Factors concerning the planning 
・ The indicators to measure the Project activities included items with data that had not been prepared (to 

be prepared) as of the setting of the indicators, and data for some of them were yet to be prepared as 
of the Terminal Evaluation. Therefore, qualitative data such as interviews were the alternative used for 
this Terminal Evaluation. 

・ As mentioned above, the project design of this Project was eventually evaluated highly from the 
Fijian side and from other donors. However, it took some time to establish a common understanding 
among the relevant parties at the start of the Project. By confirming the order of the priority of 
activities and personnel in charge and by clearly explaining the entire flow and the targeted direction 
of the activities after the Mid-term Evaluation, common understanding was securely established.  
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(2) Factors concerning the implementation process 
・ Because this Project was the first technical cooperation project experienced by the Fijian Ministry of 

Health, it took time for the Fijian side to understand the characteristics of such project, namely that 
the Fijian side would own and create the project by cooperating with Japan, even though the Japanese 
side repeatedly explained about it periodically. The time necessary for them to gain a better 
understanding was much longer than the original forecast, which became one of the reasons the 
activities were delayed. However, understanding gradually improved as the activities progressed.  

・ Although there were times the activities were interrupted due to the occurrence of general strike, a 
coup d’etat and the measles outbreak, the increase in the number of experts and the reinforcement of 
the structure resulted in ensuring the efficiency of the Project.  

 
3-5. Conclusion 

All activities planned in the PDM2 were implemented and it is considered that the Project Purpose was 
achieved as a whole. Because the Project was designed in two stages as explained above, it took time for 
the relevant parties to share their visions and to build consensus, and the delay of activities was pointed 
out in the Mid-term Evaluation. However, it is considered that this process of consensus building worked 
to create the awareness of ownership among the Fijian side and contributed to the autonomous 
maintenance of IST in the Central Division.  

Among the five evaluation criteria, the relevance and efficiency are high. As for the effectiveness, it is 
considered that the Project Purpose was achieved. The indicators to measure the Project effectiveness 
included items with data that had not been prepared, and could not be used for the Terminal Evaluation. 
However, based on the Project survey and survey implemented by the Evaluation Team, as well as 
qualitative data such as interviews implemented by the Evaluation Team, the improvement of the 
capabilities of CHNs, which is the Project Purpose, was confirmed. As for the impact, if IST is 
continuously implemented in the future as well, it is considered that the Overall Goal will be achieved. It 
was also confirmed that the Ministry of Health started to consider the introduction of IST in the current 
nurse education curriculum, which is regarded as an impact of this Project.  No negative impacts were 
identified. The sustainability of the Project is also evaluated to be high. The reasons thereof are： (i) 
human resource development is one of the highly prioritized areas for the Ministry of Health, (ii) 
organizational and budgetary measures to continuously implement IST are being taken within the CEHS, 
and (iii) the managerial competency of IST activities is improving in the CEHS and in the Central 
Division.  

Once the Project is completed, the Fijian side is willing to diffuse the IST system developed under this 
Project not only within the Central Division but also throughout the country. The Evaluation Team made 
recommendations as stated in 3-6 below to the Fijian side for such occasion.  

 
3-6. Recommendations  
[For the achievement of the Overall Goal] 
(1) In order to provide quality supervision, it is necessary for the CEHS to try to reinforce the capabilities of 

the sub-divisional nursing supervisors (particularly those who are newly appointed). 
(2) In order to maintain the sustainability of the Project, it is necessary to make the IST Coordinator of the 

CentEast District a permanent post. 
(3) In order to avoid any confusion upon the introduction of the new CMR format, it is necessary to make 
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adjustments beforehand with the relevant parties.  
 
[For the dissemination of the IST system throughout the country] 
(4) It is desirable to appoint one IST Coordinator to each district.  
(5) In order to disseminate the IST system smoothly throughout the country, it is desirable that the Ministry 

of Health serve a coordinating and supervising role for the activities of such dissemination.  
 
[For the development of health personnel] 
(6) Upon the development of health personnel, the Ministry of Health should： (i) keep in mind the 

reinforcement of capacities other than managerial competency (such as abilities and knowledge on public 
health and clinical practice) when providing IST to CHNs; (ii) integrate said capacity-development 
programs to create an IST system package tailored to CHNs; and (iii) experiment and improve said system 
and make it the national standard of the IST system for CHNs.  

(7) Once the national standard model for the IST system for CHNs is completed, it is desirable that the 
applicability of the IST system to all other types of job and occupational abilities be considered within the 
personnel development plan of Fiji.  

 
3-7. Lessons Learned  
[Project design] 
・ This Project aims to improve the managerial competency of CHNs, and it assumed that it was necessary 

to create an “IST system” as a measure. However, at the start of activities, it took more time than 
expected to share understanding about the details of activities among the relevant parties. When starting 
a project, it is important to formulate common understanding and consensus among relevant parties as 
early as possible, through measures such as graphically representing the project outline and design so 
that they can be easily understood. (It was revealed in the Mid-term Evaluation that there are differences 
in understanding of the Project Purpose on the Japanese side and on the Fijian side, and corrections such 
as the prioritizing of project activities and focusing of the scope of activities were made.)  

・ Because the establishment of a system usually goes through steps such as planning, piloting and national 
standardization, a period of about five years is considered to be required. This Project reached the level 
of piloting in about three years, and it was decided that the remaining standardization process be 
entrusted to the Fijian side. If setting the aim of establishing the system as a national standard within the 
project period, it is required to investigate the project period closely.  

・ While it is quite effective to introduce the activity procedures and achievements of the project to other 
regions and countries, it is more desirable to disseminate the standardized system if it can be made into a 
national standard to a certain extent. 

 
[Inputs] 
・ With the implementation period limited to three years, it is important to promptly confirm the progress 

of activities and react to any delays for the achievement of the project purpose. For instance, measures 
including appropriate timing for the dispatch of the Mid-term Evaluation Team can be considered.  

 
[Reactions by the Fijian side] 
・ This Project was the first technical cooperation project experienced by the Ministry of Health of Fiji. 
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Therefore, it took time for the Fijian side to gain a deeper understanding about the characteristics of such 
a project. (Because the Fijian side was used to technical assistance projects of AusAID, which is a 
representative service led by consultants, the method of creating a system under the ownership of Fiji 
with cooperation from Japanese side was hard to understand for them.) If the project is the first technical 
cooperation project for the counterpart, it may contribute to a smoother start of the project if the outline 
and characteristics of the Japanese technical cooperation project are explained beforehand. It is also 
important to keep in mind that it may take time to encourage further understanding of the counterpart 
even after the start of the project.  
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ プロジェクトの背景と調査団派遣の目的 

2000年４月に宮崎で行われた第２回太平洋・島サミットで「宮崎イニシアティブ」が発表さ

れ、日本・太平洋島嶼国の包括的なパートナーシップの構築が確認された。さらに、2003年５月

の第３回太平洋・島サミットにおいては「沖縄イニシアティブ」が採択され、感染症、生活習慣

病の対策並びに予防接種の実施などについて、我が国による支援が明記されている。 
これを受けて、国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）では大洋州９か

国から参加者を募って、2000年度より５か年計画で国別集団研修｢島嶼国地域保健行政｣を沖縄セ

ンターにおいて実施した。この研修事業の中で、フィジー共和国（以下、「フィジー」と記す）

において地域保健を担当する看護師〔地域保健看護師（Community Health Nurses：CHNs）〕の活

用と、そのための人的資源開発への日本の支援を要請する声が高まり、2003年11月のプロジェク

ト形成調査、2004年10月の事前評価調査及びフィジー政府側との協議を経て、フィジー中部地方

の地域保健看護師を対象とした人材育成プロジェクトが実施されることとなった。 
フィジーではオーストラリア国際開発庁（The Australian Agency for International Development：

AusAID）の支援の下、地方分権化が進められており、保健省においても保健事業年間計画の策

定を地方保健局の責任とするなど、より地域特性・現場の意見を汲み上げる制度を構築しつつあ

る。他方、地域保健看護師等の人材には、現場の問題を分析し活動計画を立てるための十分な能

力が備わっておらず、地方のヘルスセンター・看護ステーションにおける少数配置のなか、初期

医療の提供からヘルス・プロモーション活動まで一人に非常に多くの業務が課せられている。地

域保健看護師を指導する職位の看護師（以下、「地区看護指導者」と記す）についても指導者と

しての管理能力が十分ではなく、地域保健活動や上記保健施設の管理は、統一されたガイドライ

ン等がないまま現場の看護師任せにされている。 
かかる背景の下、プロジェクトでは地域保健看護師への現任教育（In-Service Training：IST）

システムの構築、業務支援ツールとしての月間業務報告への保健情報入力ハンドブックの開発整

備、能力基準表の作成、指導者への研修などを通じて地域保健看護師の能力強化を支援してきた。 
2006年11月に中間評価調査を実施し、専門家体制の拡充検討とプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix：PDM）の見直しが行われた。その結果、2007年７月以降中

長期型専門家２名体制から３名体制に増員され、PDMの成果と指標が修正された。 
 
終了時評価団派遣の目的は以下のとおりである。 

（１）2008年３月にプロジェクトの終了を迎えるにあたって、これまでの活動を振り返り、プロ

ジェクト目標と成果達成状況を把握する。 
（２）活動実施プロセスにおける効果発現の貢献要因・阻害要因を分析し、他の類似プロジェク

トの教訓を導く。 
（３）これらの調査結果と合意事項をフィジー側と協議のうえ合意文書に取りまとめ、協議議事

録（Minutes of Meetings：M/M）として署名交換する。 
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１－２ 調査団の構成と調査期間 

氏 名 担当分野 所属／役職 調査期間 

三国 成晃 団長／総括 JICAフィジー事務所 次長 2008/1/22～/2/8

平野 かよ子 地域看護 国立保健医療科学院  
公衆衛生看護部 部長 

1/31～2/9 

相賀 裕嗣 保健人材育成計画 JICA人間開発部 国際協力専門員 1/28～2/8 

神藤 はるか 協力計画 JICA人間開発部第４グループ 
保健人材育成チーム 

1/28～2/9 

秋山 佳子 評価分析 システム科学コンサルタンツ（株） 1/22～2/9 

 
１－３ 調査日程 

団員  月日 曜日 

システム科学コンサルタンツ

（株）秋山佳子（調査分析）

JICA フ ィ

ジ ー 事 務

所 三 国 成

晃 （ 団 長

／総括） 

JICA人間開発

部 保健人材

育成チーム 
神藤はるか

（協力計画）

JICA人間開発

部 専門員 
相賀裕嗣 
（保健人材育

成政策） 

国立保健医療

科学院 
平野かよ子 
（地域看護） 

１ 1/21 月 フライト遅延のため成田で待
機 

２ 1/22 火  7:30 成田（FJ303）→ 
19:15 Nadi 
20:00 Nadi（PC512）→
20:30 Suva 

３ 1/23 水 10:00 地区看護指導者グルー
プインタビュー 

14:00 Seruna/Namosi地区 
４ 1/24 木  9:30 Naitasiri地区 

14:00 Suva地区 
15:00 日本人専門家インタビ

ュー 
５ 1/25 金  9:00 Rewa地区 

11:30 Ms.Tamani 
（現任教育調整官） 

14:30 Ms. Taukei 
（保健省） 

15:30 Dr. Saketa 
（中東部地方地域保健

課長） 

６ 1/26 土 調査結果整理 

７ 1/27 日 調査結果整理 

  

８ 1/28 月  9:00 Ms.Matiavi  
（中部看護指導監） 

10:00 Dr.Solo（中東部地方
医師長） 

11:00 Dr.Susana（Rewa地区
医師長） 

12:00 Ms.Asinate（Suva地区
看護師長） 

14:00 Mr.Joe（前・中東部ト
レーニング担当官） 

15:00 Ms.JackieKent、
Ms.Marica Kepa
（AusAID） 

  
  
  
  
  
  

  

19:00成田
（FJ303） 
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団員  月日 曜日 

システム科学コンサルタンツ

（株）秋山佳子（調査分析）

JICA フ ィ

ジ ー 事 務

所 三 国 成

晃 （ 団 長

／総括） 

JICA人間開発

部 保健人材

育成チーム 
神藤はるか

（協力計画）

JICA人間開発

部 専門員 
相賀裕嗣 
（保健人材育

成政策） 

国立保健医療

科学院 
平野かよ子 
（地域看護） 

９ 1/29 火 （ハリケーンのため公務員休日となる） 
AM 資料整理 
14:40 所内打ち合わせ 

6:45 Nadi→
（陸路）  
12:00 Suva着

成田発 14:45
（JL953） 
ソウル 18:55 
（KE821） 

10 

11 

1/30 水  8:30 カウンターパートとの打合せ（５項目評価、JERの
説明） 

11:00 Tailevu訪問するも、ハリケーンのため職員に会え
ず。 

15:00 前・中東部トレーニング担当官／Mr.Joeへのインタ
ビュー 

15:30 Rewa地区医師長／Dr.Susana（前・Suva地区医師
長）へのインタビュー 

17:15 団内打合せ 

Nadi着 8:10 
Nadi発 8:45
（PC504） 
Suva着 10:30 

12 1/31 木  8:30 国際ワークショップ出席 
14:00 川村企画調査員からのヒアリング（フィジーの保健、ドナー連携等） 
16:00 団内打合せ 
19:00 国際ワークショップレセプション 

成田発 14:45
（JL953） 
ソウル 18:55
（KE821） 

13 2/1 
 
 

金 
 
 

AM JERドラフト作成   8:45 Naulu Nursing Station 
11:00 国際ワークショップ出

席（Rewa SD）見学 

Nadi着 8:10 
Nadi発 8:45
（PC504） 
Suva着 9:15 

14   15:00 団内協議 

15 2/2 土 10:00 プロジェクトとの打合せ 
団内協議、M/M案協議、合同評価報告書作成 

16 2/3 日 団内協議 
M/M案協議、JER作成 

17 2/4 月 10:30 団内協議 
14:20 フィジー側へ合同評価レポートのドラフト説明・査読依頼 
15:00 WHOとの打合せ 

18 2/5 火 合同評価報告書ドラフト修正   9:00 フィジー看護学校訪問 

19 2/6 水 終ドラフト仕上げ、合同調整委員会準備 

20 2/7 木 11:00 合同調整委員会開催（M/M及び合同評価レポート修正、承認）、M/M署名 

21 2/8 金 11:00 在フィジー日本大使館、JICA事務所報告 
15:00 Suva（陸路移動） 

7:05Suva
（FJ006）→
7:35Nadi 
9:35Nadi
（KE822）→
17:25ソウル 
18:40ソウル
（KE705）→
20:50成田 

  

22 2/9 土 調査団帰国 10:30Nadi（FJ302）→17:00成田着   10:30Nadi
（ FJ302 ） →
17:00成田着 
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１－４ 主要面談者リスト 

＜フィジー側＞ 
（１）フィジー保健省 

Dr. Lepani Waqatakirewa 次 官 
Dr. Tima Tuiketei 公衆衛生課長 
Ms. Rusieli Taukei 看護薬剤課長（代理） 
Dr. Losevati Alefaio 予防保健課長 

 
（２）中東部地方保健局（Cent East Health Services：CEHS） 

Dr. Salanieta Saketa 地域保健課長 
Dr. Solomone Qaranivalu 地域保健主任 
Ms. Salanieta Matiavi 中部地方看護指導監 
Mr. Joe Qalova トレーニング担当官 
Ms.Talatoka Tamani 地域保健看護師現任教育調整官 

 
（３）看護指導者 

Ms. Asinate Lomanivere スバ地区看護師長（前東部地方看護指導監） 
Ms. Florence Narayan レワ地区看護師長（代理） 
Ms. Kelera Veitaladrua レワ地区地域保健看護師（同地区の看護指導者も兼任） 
Ms. Mereseim Vamunaga レワ地区看護主査（代理） 
Ms. Adeasi Qadrin セルア・ナモシ地区看護師長 
Ms. Ana Tube ナイタシリ地区看護師長（代理） 
Ms. Sera T. Sogaitu タイレブ地区看護師長 
Dr. Susana Nakalevu スバ地区医師長（代理） 

 
（４）スバ地区地域保健看護師 

Ms.Vasenai. B. Tute Nuffieldクリニック 
Ms. Ana Wataika Suvaヘルスセンター 
Ms. Virisila Taito Raiwaga ヘルスセンター 
Ms. Susenieli Vesikula Valelevu ヘルスセンター 
Ms. Akisi Delaitubuna Makoi ヘルスセンター 

 
（５）レワ地区地域保健看護師 

Ms. Sala Koroivuya Naulu 看護ステーション 
Ms. Meredani Ranuki Nausori ヘルスセンター 
Ms. Mereadani Sovagusu Mokani ヘルスセンター 
Ms. Salome Baleca Wainibokasi ヘルスセンター 
Ms. Susana Baledikadwa Naulu 看護ステーション 
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（６）セルア・ナモシ地区地域保健看護師 
Ms. Mereoni Sami Korovisilou ヘルスセンター 
Ms. Mere Waganidrola Navua ヘルスセンター 
Ms. Rosalia Badrcia Navua ヘルスセンター 
Ms. Susana Fakalua Navua ヘルスセンター 
Ms. Sesaui Fina Galoa 看護ステーション 

 
（７）ナイタシリ地区地域保健看護師 

Ms. Ana Kalakalo Lutu 看護ステーション 
Mr. Lovusi Qibow Naqali ヘルスセンター 
Ms. Meredani Mletu Vunidawa ヘルスセンター 
Ms. Lidia Toroui Vunidawa ヘルスセンター 

 
（８）フィジー看護学校 

Ms.Filo Mackay 校長（代理） 
 
＜援助機関＞ 
（１）フィジー保健セクター強化プログラム（FHSIP）：オーストラリア国際開発庁（AusAID） 

Ms. Jackie Kent AusAID、保健情報システムアドバイザー 
Ms. Marica Kepa プロジェクト・オフィサー 

 
（２）WHOフィジー事務所 

Dr.Steve Baxendale eラーニングによる大洋州ヘルスケア向上 
Dr.George Salama シニアプログラムマネジャー 
Dr.Monica Fong テクニカルオフィサー、保健人材育成・ヘルスシステム調査 

 
＜日本側＞ 
（１）在フィジー日本大使館 

渡邉 弘 二等書記官  
 
（２）JICAフィジー事務所 

武下 悌治 所 長 
三国 成晃 次 長 
吉田 亮介 所 員 
川村 正子 企画調査員 

 
（３）プロジェクト日本人専門家 

山田 智恵里 チーフ・アドバイザー 
伊藤 尚子 保健情報／職場研修 
大槻 和弘 業務調整 
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１－５ 主な調査項目と調査方法 

１－５－１ ログフレーム（PDM）による評価手法 
本評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン（2004年１月：改訂版）』に基づき、ログフレ

ームを用いた評価手法に則って実施した。『JICA事業評価ガイドライン』による評価は、以下

のとおり４つの手順で構成されている。 
 

（１）プロジェクトの計画を論理的に配置したログフレームあるいはPDMを事業計画として

捉え、評価デザインを確定する。 
 
（２）いくつかのデータ収集方法を通じ入手した情報をもとに、プロジェクトの現状を実績

と実施プロセスの観点から把握・検証する。 
 
（３）「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の５つの観点（評価５項

目）から、プロジェクトの成果（アウトカム）を評価する。 
 
（４）上記①から③を通じ、プロジェクトの成否に影響を及ぼした様々な要因の特定を試み、

プロジェクトの残りの実施期間及びプロジェクト終了後の活動に対しての提言と、類似

案件に対する教訓を抽出する。 
 

なお、本評価手法において活用されるPDMの構成要素の内容は以下のとおりである。 
 

＜PDMの構成要素＞ 

上位目標 プロジェクトを実施することによって期待される長期的な効果。プ

ロジェクト終了後３～５年程度で対象社会において発現する効果 
プロジェクト目標 プロジェクト実施によって達成が期待される、ターゲットグループ

や対象社会に対する直接的な効果 
成果 プロジェクト目標達成のためにプロジェクトが生み出す財やサービス 

活動 成果を産出するために、投入を用いて行う一連の具体的な行為 

指標 プロジェクトの成果、目標及び上位目標の達成度を測るもので、客

観的に検証できる基準 
指標データ入手手段 指標を入手するための情報源 

外部条件 プロジェクトでコントロールできないが、プロジェクトの成否に影

響を与える外部要因 
前提条件 プロジェクトが実施される前にクリアしておかなければならない条

件 
投入 
 

プロジェクトの成果を産出するために必要な資源（人員・資機材・

運営経費・施設など） 
出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）、2004年２月 
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さらに、本プロジェクトの評価に適用される評価５項目の各項目の定義は以下のとおりで

ある。 
 
＜評価５項目の定義＞ 

評価五項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

妥当性 
 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者

のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日

本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当

か、公的資金であるODAで実施する必要があるかなどといった「援助プロジ

ェクトの正当性・必要性」を問う視点 
有効性 
 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れているのかを問う視点 
効率性 
 

主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効に活用され

ているかを問う視点 
インパクト プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果

を見る視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む 
自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるい

は持続の見込みはあるか）を問う視点 
出所：プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）、2004年２月 

 
中間評価調査時、PDMバージョン１の改訂の必要性が合同評価調査団により確認された。

PDMバージョン１を改訂したPDMバージョン２案は、中間評価調査期間中に開催された第３

回合同調整委員会に提出され、正式に承認された。終了時評価調査はPDMバージョン２に基

づいて評価デザインを確定し、調査を実施した。PDMバージョン２の概要を以下に示す

（PDMバージョン２詳細は付属資料３を参照）。 
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＜PDMバージョン２概要＞ 

プロジェクトの要約 指標 外部条件 
上位目標 
中部地方において地域保

健看護師の行う地域保健

活動の質が改善される。 

 
１．中部地方における住民の地域保健サ

ービスに対する満足度 

 

プロジェクト目標 
中部地方において地域保

健看護師の業務管理能力

が現任教育を通じて向上

する。 

１．地域保健看護師の業務管理能力の変

化 
２．各地区及び地域保健看護師が作成し

た年間報告書 
３．地域看護師の作成したプロジェクト

計画書の数 

１．地域保健看護師の労働

条件が悪化しない。 

成果 
１．地域保健看護師の能

力の基準と機能が定

められる。 

１．2007年11月までに能力基準表が保健

省に公認される。 
２．2007年11月までに地域看護記録ハン

ドブックと標準化された記録物が保

健省に公認される。 
２．地区看護指導者の現

任教育に関する運営

管理能力が向上す

る。 

１．地方トレーニング委員会の承認を得

た現任教育指導者研修の実施回数 
２．指導者研修への対象者の評価 
３．参加者の理解度 
４．指導者研修の参加率 
５．各地区の年間現任教育計画 
６．課題別（情報管理・保健計画）の現

任教育計画 
３．各地区において、地

域保健看護師を対象

とした現任教育が機

能する。 

１．現任教育の実施が明記された地区年

間計画 
２．現任教育の実施回数と参加者数又は

参加率 
３．現任教育の地区による実施支援回数

４．現任教育の各地区指導者による実施

報告書の数 
５．地区現任教育タスクフォース会議の

回数 
６．現任教育用配布教材の種類、数量 

４．プロジェクトの成果

が他地方及び他国に

紹介される。 

１．保健省への報告書数 
２．会議等での発表数 
３．セミナー／ワークショップの開催

数、参加者数 
４．ニュースレターの配布部数 

１．人事院が定める15の能

力基準が変更されな

い。 
２．新しい地域保健看護師

報告書がプロジェクト

までに作成され、配布

される。 
３．大規模のアウトブレー

クが発生しない。 
４．情勢が悪化しない。 
５．地域保健看護師の異

動・退職率が現状のま

まにとどまる。 
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１－５－２ 主な調査項目とデータ収集方法 
詳細な評価設問は、必要なデータ、収集方法、情報源とともに付属資料１の評価グリッド

に示すが、本評価調査において以下の評価設問を中心に調査を実施した。 
 

（１）プロジェクトの実績 
・投入、活動、成果、プロジェクト目標に関する達成度合い。 

 
（２）プロジェクトの実施プロセス 

・プロジェクトの活動の進捗はどうか。活動の進捗に影響を及ぼしている外部条件やそ

の他条件はあるか。 
・プロジェクトのモニタリングや軌道修正は適切に行われているか。特にプロジェクト

実施上の課題や意思決定はどのように行われているか。 
・カウンターパートのオーナーシップは醸成されているか。意思決定プロセスの参加度

合の変化はどうか。 
・カウンターパートと専門家とのコミュニケーションはとれているか。 
・その他ドナー機関や国内機関とはどのような関係が構築されているか。 

 
（３）妥当性 

・本プロジェクトで選択された上位目標・プロジェクトの目標は現時点でのフィジーの

保健政策、また我が国の援助方針等に合致しているか。 
・本プロジェクトの目標はターゲットグループ（地区指導者、看護師）のニーズに合致

しているか。 
 

（４）有効性 
・プロジェクト目標の達成度合いはどうか。 
・その成否の阻害・促進要因は何か。 

 
（５）効率性 

・各成果の産出度合いはどうだったか。 
・成果の産出に貢献しなかった投入はなかったか。 
・成果の産出を阻害した理由は何か。 
・プロジェクトの生産性、費用対効果を向上させた、または低下させた要因はなんであ

ったか。 
 

（６）インパクト 
・上位目標の達成予測はどうか。 
・予期しなかったプラス・マイナスの影響はあるか。またそれをもたらした要因は何か。 

 
（７）自立発展性 

・プロジェクト終了後も地域保健看護師対象の現任教育への政策的支援は継続されるか。 

－9－



 

 

・プロジェクト実施中に築かれたシステムに則った現任教育が継続していく組織体制、

財政的見通しはどうか。 
・プロジェクトを通じて得られた効果が引き続き発現していくために必要な要因、ある

いはその発現を阻害する要因は何か。 
 

１－５－３ 情報・データ収集方法 
本評価調査では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 

・既存資料レビュー（プロジェクトやフィジー政府による報告書・資料等） 
・アンケート調査（地区看護指導者） 
・キーインフォーマント・インタビュー（日本人専門家、中東部地方保健局職員、保健省本

省職員、ドナー機関） 
・グループ・インタビュー（中部地方の５地区における地区看護指導者、同地方の４地区に

おける地域保健看護師） 
・直接観察（フィールド踏査：中部地方の４地区） 

なお、インタビューを実施した主要面談者は付属資料３の合同評価レポートAnnex２のとお

りである。また、質問票、インタビューの質問事項と回答のまとめは付属資料２を参照。 
上記方法で収集されたデータの分析や評価結果の取りまとめは、まず日本側評価調査団が

行い、その結果を踏まえた合同評価レポート案を合同調整委員会に提出し、 終合意を得た。

「合同評価レポート」はM/Mに添付され、2008年２月７日にフィジー側と署名・交換した。 
 
１－６ 評価調査の制約・限界 

本評価調査を実施する際時間的制約あるいはその他の条件が原因で、以下のような制約・限

界が生じた。 
 

（１）本評価調査団はプロジェクト対象地域である中部地方の５地区すべてを踏査し、地域保健

看護師とのインタビューを実施することを計画していた。しかしながら、2008年１月28日に

プロジェクト対象地域にハリケーンが直撃したことにより、翌日29日は訪問を予定していた

タイレブ地区への訪問ができなかった。翌々日同地区を訪問してみたが、地域保健看護師が

インタビュー指定地に到着しておらず、インタビューは不可能であった。 
 
（２）本評価調査団は時間的制約から、各地区内のヘルスセンター及び看護ステーションのうち

訪問できたのは各地区１施設のみであり、またその施設の中でも一部の地域保健看護師とし

か面会できなかった。結果として、インタビューで得た情報も限定的なものであると言わざ

るを得ない。 
 
（３）PDMバージョン２でプロジェクト目標の達成度合いを測定するために設置された指標の

中には、本評価調査では活用できないものが存在した。これは、調査時点では設定された指

標に係る情報が入手困難であったことによる。よって本評価調査では評価結果の根拠として、

現地調査で行った定性データ（関係者のインタビュー、グループインタビュー、質問票等で

得たデータ）を補完的に活用することで対応した。 

－10－



 

 

第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側投入 
（１）専門家派遣 

本プロジェクトにおいて、終了時評価時までに派遣された長期専門家は合計２名で合

計37月／人分が投入された1。派遣された長期専門家は以下のとおりである。 

分 野 氏 名 派遣期間 

チーフアドバイザー／ 
ヘルス・プロモーション 

山田 幸子 2004年６月３日～2007年７月14日 

業務調整 大槻 和弘 2005年４月２日～2008年４月１日（予定）

 
短期専門家においては、終了時評価時までの間に合計10名が派遣され、延べ18.6月／人

分が投入された。短期専門家の派遣分野と派遣期間は以下のとおりである。 

分 野 氏 名 派遣期間 

地域保健看護師養成 平野 かよ子 2005年４月30日～５月８日 

地域保健管理 曽根 智史 2005年４月30日～５月８日 

人材育成計画 佐伯 和子 2005年８月８日～８月18日 

地域保健情報管理 長井 圭子 2005年９月５日～10月６日 

地域保健看護師人材育成 糸数 公 2006年９月２日～９月16日 

地域保健看護管理 渡辺 鉱一郎 2006年９月19日～11月２日 

地域保健師人材育成 柳澤 理子 2007年２月10日～２月17日 

地域保健情報管理 熱田 泉 2007年２月24日～３月７日 

チーフアドバイザー／ 
地域看護 

山田 智恵里 2007年７月１日～12月21日 

2008年１月６日～３月26日（予定） 

保健情報／職場研修 伊藤 尚子 2007年７月１日～2008年３月31日（予定）

出所：プロジェクト事務所、2008年１月 

 

専門家派遣の詳細は付属資料３の合同評価レポートAnnex４を参照。 
 

（２）研修実績 
本プロジェクト期間中に合計４名のカウンターパートが本邦研修に派遣された。研修

コース名と派遣された人数は以下のとおりである。 
 
 

                                                        
1 内訳として、プロジェクト開始前に、山田幸子チーフアドバイザーが本案件のパイプライン専門家として派遣された期

（2004年６月～2005年６月）も含まれている。 
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研修コース名 派遣された人数 

集団研修：「保健衛生管理」 １ 

集団研修：「保健衛生政策向上セミナー」 ２ 

集団研修：「地域健康教育」 １ 

出所：プロジェクト事務所、2008年１月 

 
本邦研修に関する詳細は付属資料３の合同評価レポートAnnex５を参照。 

 
（３）機材供与 

日本側の機材供与の実績は合計F$98,667.50（6,457,251円相当2）である。主な供与機材

は車両（１台）、５地区のヘルスセンターや中部地方保健事務所用のコンピューターとプ

リンター、現任教育の場で活用されるマルチメディア・プロジェクターやデジタルカメ

ラ等があげられる。 
なお、2005年度分の機材のうちレワ地区に納入されたコンピューターの周辺機器が盗

難被害にあったため、コンピューターとプリンター１台ずつが活用されていなかったが、

その他の機材は適切に管理され、運用されている。詳細供与機材リストは付属資料３の

合同評価レポートAnnex６を参照。 
 

（４）在外事業強化費 
2008年１月末時点で、日本側の在外事業強化費として合計F$161,521（11,876,060円相

当）が、プロジェクトの活動ために投入された。この費用はプロジェクトのナショナ

ル・スタッフの雇用費、プロジェクト作成物の印刷費、ワークショップや研修運営費、

専門家の出張費などに使用された。 
 

２－１－２ フィジー側の投入 
（１）カウンターパートの配置 

終了時評価時のフィジー側のカウンターパートの配置人数は32名である。その内訳は

保健省、中東部地方保健局、５地区の医師長、地区看護指導者であり、全員従来業務に

従事しながらカウンターパート業務もこなしている。なお、2006年５月からプロジェク

ト専任のカウンターパートが現任教育調整官として中東部地方保健局に１名配置され、

主に地区で行われている現任教育のモニタリングや指導を行っている。 
カウンターパート配置リストは付属資料３の合同評価レポートAnnex７を参照。 
 

（２）施設の提供 
フィジー側は中東部地方保健局内にプロジェクト・オフィスを設置し、専門家用の執

務スペースも提供している。プロジェクト・オフィスの家具、電話機や電話線の設置及

び電話代（国内のみ）、電気代、水道代等オフィス運営費用は全額フィジー側が負担して

                                                        
2 2008年１月のJICAフィジー事務所公定為替レート（F$１＝約73.526円計算）を使用。 
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いる。また、プロジェクト車両の運転手雇人費もフィジー側が負担した。 
 

（３）プロジェクト活動費用負担（コスト・シェアリング） 
本プロジェクトでは、プロジェクト終了後の自立発展を見据えて、プロジェクト活動

費用の一部をフィジー側が負担するというコスト・シェアリングを取り入れた。コス

ト・シェアリングの内訳は、研修・ワークショップ開催費、出張費などである。特に５

地区での現任教育実施費用はすべてフィジー側の負担であった。フィジー側の上記費用

負担割合は、プロジェクト１年目が約25％、２年目と３年目は約50％であった。2008年

１月時点で、日本側のローカルコストの費用負担金の合計額がF$27,125（1,994,393円相

当）であるのに対し、フィジー側のローカルコストの費用負担金の合計額はF$26,219
（1,928,670円相当）であった。 

フィジー側の費用分担金の詳細は、付属資料３の合同評価レポートAnnex８を参照。 
 
２－２ 活動実績 

PDMバージョン２に基づくプロジェクトの各活動の実績は以下の表のとおりである。 
＜プロジェクトの活動実績＞ 

PDM上の活動 活動実績 

成果１：地域保健看護師の能力の基準と機能が定められる。 

1.1 地域保健看護師の能力

基準表を作成する。 

・能力基準表作成のタスクフォースが2005年６月形成され、2007

年２月に試作版が作成された。2007年３月から４月にかけて試

作版での能力査定が実施され、改訂後、2007年５月に保健省と

フィジー看護師協会により同能力基準表が承認された。その後

本表はリーフレットとして1,000部作成され、地域保健看護師

及び看護指導者に配布された。2007年10月から11月にかけて同

能力基準表に従い、地域保健看護師の能力査定が実施され、

2008年１月に結果が報告された。 

1.2 地域保健看護師の記録

フォーマットとハンドブッ

クを作成する。 

・2006年10月、ハンドブック作成のためのタスクフォースが形成

され、短期専門家の協力を得ながら、2007年３月に試作版が完

成した。試作版は2007年４月に改訂され、2007年７月に保健省

から承認された。1,000部が印刷され、中部地方の全地域保健

看護師に配布された。 

1.3 情報分析に関するツー

ルを開発する。 

・2005年９月に短期専門家の派遣に伴い、タスクフォースが形成

された。タスクフォースはまず、データサマリーシートとデー

タ分析フォーマットを作成し、2006年２月にはこれらを月間業

務報告に対応させ、フォーマットを完成させた。両フォーマッ

トは、ハンドブックの一部に組み込まれた。 

成果２：地区看護指導者の現任教育に関する運営管理能力が向上する。 

2.1 現任教育に関する指導

者研修計画を作成する。 

・2006年、2007年度の指導者研修については、日本人専門家が中

心となって計画を立て、計10回の指導者研修（地区看護指導者

への研修）を実施したが、2008年度の指導者研修については、

中東部地方保健局の地方看護指導監と現任教育調整官が自発的

に計画を作成した。 
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PDM上の活動 活動実績 

2.2 地区看護指導者に対す

る研修を開催する。 

・地区看護指導者研修について、PDM記載に基づいた各種研修

は以下のとおり実施された。 
・「現任教育の意義と方法」（2005年８月、2006年８月、2007年

２月、2007年８月） 
・「コミュニケーション技法」（2007年８月） 
・「情報管理」（2005年11月、2006年10月、2007年３月、2007年

８月） 
・「保健計画・モニタリング・評価」（2005年10月、2007年３

月） 
2.3 各地区トレーニング委

員会が行う、地域保健看護

師の現任教育に関する優先

分野を明確にし、年間現任

教育計画を作成する、活動

を支援する。 

・2007年10月から11月にかけて、能力基準表に基づいて地域保健

看護師が自己査定及び地区看護指導者からの査定を受けた。そ

の後、地域保健看護師と地区看護指導者の両者で能力について

の議論を行うとともに、分析フォーマットを用いて地域の保健

ニーズについて分析を行った。2008年度の現任研修計画につい

ては、これら分析を基にして各地区で計画された。 

成果３：各地区において、地域保健看護師を対象とした現任教育が機能する。 

3.1 地方トレーニング委員

会が地区現任教育の運営基

準を作成する。 

・「地域保健看護師 現任教育管理ガイドライン（現任教育ガイ

ドライン）」が2007年８月に制定された。ここで、現任教育の

定義、現任教育実施者、現任教育活動に必要なフォーマット等

が制定された。また、このガイドラインは他地方へも導入され

た。 

3.2 各地区に地区現任教育

タスクフォースを設置す

る。 

・スバ地区、レワ地区では、地区看護指導者から数名により地区

現任教育タスクフォースを設置した。その他の３地区では地区

看護師長と地区看護主査がタスクフォースの役割を担ってい

る。 
3.3 各地区の現任教育のモ

ニタリングを行う。 
・各地区では、通常現任教育のモニタリングは地区月例会議を通

じて行われている。 

3.4 現任教育に関する教材

を作成し、配布する。 

・地区における現任教育の教材として、ハンドブックと「看護指

導者のための現任教育マニュアル（現任教育マニュアル）」が

プロジェクトにより作成され、地区看護指導者へ配布された。

3.5 地区現任教育タスクフ

ォースが、地域保健看護師

に現任教育を定期的に実施

することを支援する。 

・地区での現任教育は実施されているものの、2006年度、2007年

度は各地区での現任教育の回数に２から８の幅があった。2008

年度の計画では地区による回数のばらつきは４から７となって

いる。 
3.6 地区現任教育タスクフ

ォースが、地方トレーニン

グ委員会に提出する現任教

育の実施報告書作成を支援

する。 

・地区レベルでの現任教育実施報告のフォーマットがプロジェク

トによって整理されたのは2007年８月のことであるため、2006

年度の報告書は確認されていなかった。2007年度実施の現任教

育については、2007年11月時点で23（実施数は27）の報告書が

地区より地方トレーニング委員会に提出されている。 
3.7 看護指導者が地域保健

看護師に対して、現任教育

のフォローアップ指導を行

うことを支援する。 

・地方看護指導監と現任教育調整官は、2007年度に合計37回の巡

回指導に出かけた。巡回指導では、地区看護指導者に対して、

スーパービジョンの方法などに関して実地指導を行った。 
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PDM上の活動 活動実績 

成果４：プロジェクトの成果が他地方及び他国に紹介される。 

4.1 現任教育に関する成果

報告を定期的に保健省に対

して行う。 

・保健省に対する定期的なプロジェクト活動の進捗報告は、半年

に一度実施した。その他、ワークショップ等終了時にはその報

告も実施し、合計17回の報告を行った。 

4.2 成果を会議等で発表す

る。 

・合同調整委員会議をはじめ、各種の学会、セミナー等で合計30

のプロジェクト活動に関する発表を実施した。例として、国際

保健医療学会（2005年10月）、中東部地方保健局年間レビュー

会議（2005年12月）、保健省公衆衛生課全国会議（2006年３

月）、フィジー看護学校教員研修（2006年７月）などの場にお

いてプロジェクト活動を発表した。 
4.3 プロジェクトモデルを

広めるために地域、全国、

大洋州の関係者を対象とし

たセミナー・ワークショッ

プを開催する。 

・全国セミナーは、2007年12月に実施した。西部・北部の地方保

健局に対し、現任教育プログラムの紹介を実施した。 
・大洋州関係者へのワークショップとして、2008年１月にサモ

ア、ソロモン諸島、トンガ、バヌアツからの参加者を招いてプ

ロジェクト活動及び現任教育の紹介を実施した。 
4.4 ニュースレターを発行

する。 
・“Smart Nurse”という名称のプロジェクト・ニュースレターが

ほぼ毎月発行されており、2007年11月までに13号発行された。

 
２－３ 成果の達成状況 

２－３－１ 成果１の達成状況 

成果１ 指 標 

地域保健看護師の能力の基準

と機能が定められる。 
１．2007年11月までに能力基準表が保健省に公認される。 
２．地域看護記録ハンドブックと標準化された記録物が

2007年11月までに保健省に公認される。 
 

能力基準表と、地域看護記録ハンドブックと標準化された記録物（ハンドブック）は、い

ずれも2007年７月に保健省から公認された。能力基準表は、地域保健看護師の基準と機能が

正式に定められた国家標準となった。本能力基準表はプロジェクト対象地域である中部で導

入されているが、それ以外にも東部で導入されており、西部・北部では保健省を通じて今後

全国的に導入される予定である。 
 

２－３－２ 成果２の達成状況 

成果２ 指 標 

地区指導者の現任教育に関す

る運営管理能力が向上する。 
１．地方トレーニング委員会の承認を得た現任教育指導者

研修の実施回数 
２．指導者研修への参加者の評価 
３．参加者の理解度 
４．指導者研修の参加率 
５．各地区の年間現任教育計画 
６．課題別（情報管理・保健計画）の現任教育計画 
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成果２は、地区看護指導者が地区での研修の指導者となれるよう、いわゆるトレーナー

ズ・トレーニングの実施を通じて地区看護指導者の能力向上をめざしたものであり、プロジ

ェクト実施期間中に成果は達成された。以下に、指標に従って成果２の実績を記述する。 
 
地区看護指導者に対しての研修は、プロジェクトにより計10回実施された。以下に研修科

目と回数を示す。 

Competency Standard（能力基準） ３ 

In-Service Training（現任教育） ２ 

Health information（保健情報） ２ 

Handbook introduction（ハンドブック） ２ 

Refreshing（現任教育管理、能力基準などの再研修） １ 

 
指導者研修への参加者の評価を計るため、評価調査団において研修参加者へ自己記入式質

問票を配布した。同質問票において、指標２の指導者研修への参加者の評価は、研修への満

足度を「非常に満足」、「ある程度満足」、「それほど満足ではない」、「満足していない」の４

段階から選択してもらった。また、同様に参加者の研修への理解度（指標３）についても、

「非常に理解した」、「ある程度理解した」、「それほど理解していない」、「全く理解していな

い」の４段階から選択してもらった。指標４の指導者研修の参加率については、プロジェク

トの研修報告書を基に作成した。 
以下の表は、指標２から４についてまとめたものである。この表から、地区看護指導者た

ちのトレーナーズ・トレーニングに対する評価はおおむね高いことがわかる。また、一連の

研修への平均参加率は88％であり、常に７割以上の参加がみられたことからも、成果２の達

成度は高いといえる。 
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表２－１ 指導者研修の参加率・研修への満足度と理解度 
研修カテゴリ 研修科目 研修実施日 参加率 研修への満足度 理解度 

非常に満足：４ 非常に理解した：４ 

ある程度満足：１ ある程度理解した：１ 

それほど満足ではない：０ それほど理解していない：０
１．能力基準 能力基準表作成Ⅰ 2005年６月、

３日間 
83％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

非常に満足：４ 非常に理解した：４ 

ある程度満足：１ ある程度理解した：１ 

それほど満足ではない：０ それほど理解していない：０
２．現任教育 現任教育の実施方法 2005年８月、

３日間 
83％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

非常に満足：３ 非常に理解した：４ 

ある程度満足：１ ある程度理解した：１ 

それほど満足ではない：１ それほど理解していない：０
３．保健情報 情報管理Ⅰ 2006年11月、

３日間 
95％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

非常に満足：４ 非常に理解した：３ 

ある程度満足：２ ある程度理解した：２ 

それほど満足ではない：０ それほど理解していない：０
４．能力基準 能力基準表作成 Ⅱ 2006年８月、

１日間 
100％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

非常に満足：３ 非常に理解した：３ 

ある程度満足：１ ある程度理解した：１ 

それほど満足ではない：１ それほど理解していない：０
５．現任教育 方法 

2006年９月、

３日間 
100％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

非常に満足：４ 非常に理解した：４ 

ある程度満足：３ ある程度理解した：３ 

それほど満足ではない：０ それほど理解していない：０

６．ハンド 
  ブック 

ハンドブック作成 
2006年10月、

１日 
89％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

非常に満足：５ 非常に理解した：６ 

ある程度満足：２ ある程度理解した：１ 

それほど満足ではない：０ それほど理解していない：０

７．ハンド 
  ブック 

ハンドブック導入 
2006年10月、

１日 
72％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

非常に満足：６ 非常に理解した：６ 

ある程度満足：１ ある程度理解した：１ 

それほど満足ではない：０ それほど理解していない：０
８．能力基準 能力基準への意識 

2007年２月、

１日 
94％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

非常に満足：４ 非常に理解した：３ 

ある程度満足：２ ある程度理解した：２ 

それほど満足ではない：０ それほど理解していない：１
９．保健情報 情報管理 Ⅱ 

2007年３月、

１日 
89％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

非常に満足：６ 非常に理解した：６ 

ある程度満足：１ ある程度理解した：１ 

それほど満足ではない：０ それほど理解していない：０
10．再研修 

ハンドブック活用、

能力基準、現任教育

ガイドライン、地区

看護指導者の役割 

2007年８月、

１日 
71％

満足していない：０ 全く理解していない：０ 

出典：“Overview of the Supervisors’ Training in the IST Project”, Nov. 2007, MOH-JICA IST Project for CHN, and the Questionnaire 
of the Team. 
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各地区の年間現任教育計画については、2007年度計画について４地区が提出、2008年度計

画については、５地区すべてが中東部地方保健局へ提出した。また、2008年度計画について

は、中部のみならず東部地方の４地区（Lomaiviti地区、Kadavu地区、Lomaloma地区、Lebuka
地区）からも現任教育計画の提出がなされるなどの広がりをみせている。中部地方の５地区

の2008年度現任教育計画における研修科目については、表２－２のとおりである。 
 

  表２－２ 中部地方５地区の2008年度現任教育計画における研修科目 
スバ地区 
１．予防接種未接種者フォロー・アップの詳細計画

２．家族計画（再研修）

３．糖尿病管理の下肢ケア

４．母乳育児のためのカウンセリングとフォローアップ

レワ地区 
１．データの管理・分析

２．事故と救急心肺蘇生法

３．カウンセリング手法

４．モニタリングと評価手法

５．医療危機管理 
セルア・ナモシ地区

１．包括的小児疾患マネジメント

２．経静脈注射治療

３．赤ちゃんにやさしい病院

４．非感染性疾患 
５．予防接種拡大計画

６．性感染症／HIV／10代の妊娠

７．プロポーザル作成方法

ナイタシリ地区 
１．コンピュータ基礎／データ収集・分析・活動計画

２．月例報告とデータ分析

３．事故と救急 
４．感染コントロール

５．予防接種拡大計画／家族計画

６．糖尿病 
タイレブ地区 
１．HIV/AIDS、Ｂ型肝炎カウンセリング

２．品質保証／危機管理

３．一次眼科ケア 
４．産科救急／心肺蘇生法／経静脈注射

出典：“Annual Plan of IST Activities in 2008”, Over review of the activities and 
progress for the terminal evaluation: documents and information, 14 Dec, 
2007, MOH-JICA IST Project for CHN 

 
指標６の課題別（情報管理・保健計画）の現任教育についても、地区看護指導者は2007年

８月に研修を受けたあと、９月から10月にわたって各地区において地域保健看護師を対象に

研修を実施した。 
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２－３－３ 成果３の達成状況 

成果３ 指 標 

各地区において、地域保健看護師を

対象とした現任教育が機能する。 
１．現任教育の実施が明記された地区年間保健計画 
２．現任教育の実施回数と参加者又は参加率 
３．現任教育の地区による実施支援回数 
４．現任教育の各地区指導者による実施報告書の数 
５．地区現任教育タスクフォース会議の回数 
６．現任教育用配布教材の種類、数量 

 
成果３は、成果２において現任教育運営能力が向上した地区看護指導者が、各地区で地域

保健看護師に対する現任教育を実施することをめざしたものである。中部地方の全５地区に

おいて地域保健看護師を対象にした現任教育が開始したのは2006年度からであるが、地区の

2006年度保健計画書の中には現任教育実施は確認されていない。2007年になってスバ地区と

タイレブ地区では、地区の年間保健計画に現任教育の実施が明記されるようになった（指標

１）。 
指標２については、各地区で2006年度、2007年度に実施された現任教育の科目と参加者数

を以下の表２－３にまとめた。2006年度は各地区によって実施回数は年間２回から７回と大

きな違いがあったが、2007年度は年間４回から８回と実施回数の地域差が少し縮まっている。

参加者数については、2006年度から2007年度にかけて、スバ地区で大きな伸びがみられた。

また、現任教育の内容についても、2006年度は性感染症、糖尿病、救急医療などの各種保健

課題に係る科目が多いが、2007年度はこれら保健課題に加えて業務管理関係の科目が適度に

配置された現任教育の実施がなされていることがわかる。 
 

表２－３ 地区レベルの地域保健看護師現任教育科目と参加者数（2006年度、2007年度） 
2006年度現任教育 2007年度現任教育 

スバ地区：地域保健看護指数71人 
 研修科目 参加数 研修科目 参加数

1 品質管理 37 保健増進 23 

2 データ管理 35 母乳育児のカウンセリングとフォローアップ 60 

3 HIV/AIDS カウンセリング 33 糖尿病管理の下肢ケア 60 

4 地区診断 25 家族計画 60 

5 質の高い高齢者ケア 29 予防未接種のフォローアップとマッピング 60 

6 危機管理 24  
レワ地区：地域保健看護指数 41 
 研修科目 参加数 研修科目 参加数

1 Communication/Budget Proposal 25 思春期保健 24 

2 保健情報、月間業務報告、地区診断 22 予防接種拡大計画 25 

3 糖尿病 22 保健増進―地域診断 27 

4 事故と救急医療 25 能力基準への認識 15 

5 包括的小児疾患マネジメント 17 能力基準表とハンドブック 16 

6 リプロダクティブ・ヘルス 33 

7 肥満低換気症候群と質の高い患者ケア 25 
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セルア・ナモシ地区：地域保健看護指数 21 
 研修科目 参加数 研修科目 参加数

1 危機管理とデータ分析 14 感染症管理 18 

2 災害管理と予防接種拡大計画 13 事故と救急医療 18 

3 メンタル・ヘルスとリューマチ性心疾患 14 安全な母性 12 

4 予防接種拡大計画 16 

5 能力基準表とハンドブック 18 

6 ビレッジ・ヘルス・ワーカーへの研修法 10 

7 人材マネジメント 18 

8 

 

家族計画 15 

ナイタシリ地区：地域保健看護指数 18 
 研修科目 参加数 研修科目 参加数

1 データ入力の標準化とデータ分析 14 能力基準表とハンドブック 14 

2 看護師の現任教育とは 19 メンタル・ヘルス 14 

3 予防接種拡大計画 10 

4 プロポーザル作成法 14 

5 

 

非感染症疾患と産科合併症マネジメント 17 

タイレブ地区：地域保健看護指数 15 
 研修科目 参加数 研修科目 参加数

1 コンピュータ基礎 10 現任教育とは 13 

2 データ管理 11 ハンドブック 14 

3 家族計画 13 能力基準表 10 

4 現任教育とは 12 事故／トリアージ 18 

5 現任教育とは 15 

6 現任教育とは 14 
 

Source：“Annual Training Report in 2006, 2007”, Over review of the activities and progress for the terminal evaluation: documents and 
information, 14 Dec 2007,MOH-JICA IST Project for CHN 

 
指標３の現任教育の地区による実施支援回数については、移動手段（車両）の不足、人材

不足、時間的制約等のためにモニタリング活動不足であることが中間評価時点で指摘されて

いた。地区看護師長は１年に４回は管轄している各ヘルスセンター及び看護ステーションを

巡回指導することが義務付けられており、プロジェクト作成の現任教育マニュアルでも地区

看護指導者の地域保健看護師へのモニタリングの必要性を明記しているが、終了時評価時点

でも実際の巡回指導回数はそれを下回っていることが判明した。しかしながら、2007年度は

中東部地方保健局の地方看護指導監と現任教育調整官の地区への支援体制が強化され、年間

で合計37回のヘルスセンター・看護ステーションへの巡回指導に出かけた。これら２人が巡

回指導する際には地区の看護指導者も同行している。表２－４は上記２人による各地区への

巡回指導回数である。 
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   表２－４ 2007年度中東部地方保健局によるヘルスセンター・看護ステーションへの 
        巡回指導回数 

地区名 スバ レワ セルア・ナモシ ナイタシリ タイレブ 合計 

巡回指導回数 11 ７ ６ ７ ６ 37 

Source：“Follow-up Consultation to CHN and the SD supervisors by the Central Division, Over review of the activities and progress for the 
terminal evaluation: documents and information, 14 Dec 2007” MOH-JICA IST Project for CHN 

 
現任教育における各種定義やフォーマットが整理されたのが2007年８月のことであったた

め、指標４の現任教育の各地区指導者による実施報告書の数については、2007年度実施分か

ら報告されるようになった。2007年度に実施された研修報告書は、2008年１月現在で23が提

出されている。表２－５は、地区別の現任教育報告書数をその実施数とともに表したもので

ある。 
 

表２－５ 2007年度現任教育報告書数 

地区名 スバ レワ セルア・ナモシ ナイタシリ タイレブ 合計 

報告書数 １ ５ ８ ５ ４ 23 

現任教育実施回数 ５ ５ ８ ５ ４ 27 

Source：“Training and Workshop Reporting Format” Over review of the activities and progress for the terminal evaluation: documents 
and information, 14 Dec 2007, MOH-JICA IST Project for CHN 

 
地区レベルでの現任教育実施の責任者は、地区看護師長と地区看護主査と呼ばれる職位に

ある。スバ地区とレワ地区では、これら職位の人員が多数存在するため、地区看護師長と数

人の地区看護主査により現任教育タスクフォースが形成されているが、他地区では人員が限

られているため、これら職位の人員全員が現任教育を担っている。指標５である地区現任教

育タスクフォース会議の回数については、地区レベルでは月例会議を通じて現任教育につい

て議論している。 
また、指標６の現任教育用配布教材の種類、数量について、中間評価以前は、地区の看護

指導者のオーナーシップとイニシアティブを拡大するために、研修用の配布材料や教材もプ

ロジェクト側では新たに作成せず、地区からの要望があった場合のみ既存の資料を提供する

等の対応を行っていた。しかしながら、中間評価以降、現任教育の体制づくりに必要な教材

の配布の必要性が強まったことから、表２－６のとおり教材の配布を行った。 
 

表２－６ 現任教育用教材と配布数 

 １．能力基準表 ２．ハンドブック ３．研修教材集 ４．現任教育マニュアル

準備数 1,000 1,000 40 150 

配布数 240 250 38 130 

Source：Over review of the activities and progress for the terminal evaluation: documents and information, 14 Dec 2007,MOH-JICA IST 
Project for CHN 

 
以上のとおり、地区レベルでの現任教育実施体制が整い、地区看護指導者が中心となって

地域保健看護師への現任教育を実施している。 
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２－３－４ 成果４の達成状況 

成果４ 指 標 

プロジェクトの成果が他地方及び他

国に紹介される。 
１．保健省への報告書数 
２．会議等での発表数 
３．セミナー／ワークショップの開催数、参加者数 
４．ニュースレターの配布部数 

 
成果４は、プロジェクトの成果をフィジー全土、大洋州へ紹介することをめざしたもので

ある。地域保健看護師を現任教育する体制をつくり、実施を通して地域保健看護師の更なる

能力向上をめざした本プロジェクトの試みはフィジーにおいて新たなものであったと同時に、

大洋州の他国にとってもユニークな取り組みであったといえる。以下の指標の結果が示すと

おり、本プロジェクトの取り組みはフィジー保健省、大洋州の他国にも認知されるものとな

った。 
指標１の保健省への報告書数としては、プロジェクトは終了時評価時点で17種の報告書を

提出している。半年ごとの進捗報告書をはじめ、その他研修・ワークショップの実施報告書

などである。 
また、本プロジェクトは会議等を利用して積極的にプロジェクト活動の紹介を行った。（指

標２）フィジーにおける各種会議に出席し発表を行ったほか、日本でも発表するなど、精力

的にプロジェクト活動紹介を実施した。終了時評価時点では計30回の発表を実施していた。 
また、本プロジェクトはその活動と成果を全国並びに大洋州へも紹介するため、全国セミ

ナー、国際ワークショップを実施した。（指標３）全国セミナーは2007年12月に実施し、西

部・北部の関係者を招いた。他の会議との重複のため参加者数は予定の41名に比して11名と

少なかったものの、プロジェクトが実施したアンケートによれば参加者の評価はおおむね高

かった。国際ワークショップは、2008年１月にサモア、ソロモン諸島、トンガ、バヌアツか

らの関係者を招いて実施された。参加者はフィジーでの本プロジェクトの取り組みに大いに

興味を示し、地域保健看護師の現任教育の必要性を認識した。 
また、プロジェクトは活動を定期的に関係者に知らせるために、“Smart Nurse”というニュ

ースレターを発行している。（指標４）このニュースレターはほぼ毎月発行され、合計発行部

数は2007年11月までに5,170部に上っている。 
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第３章 プロジェクト実施プロセス 
 

本プロジェクトの活動はおおむね計画どおり施行され、成果をあげた。しかしながら、プロ

ジェクト実施プロセス、特に現任教育の体制をつくる段階で活動進捗に遅れがみられたことが指

摘される。この章では、プロジェクト実施プロセスの検証を行う。 
 

３－１ プロジェクト・デザインと投入計画 

本プロジェクトのデザインは、地域保健看護師への現任教育体制を構築し、それに則って地

域保健看護師の業務管理能力を強化させるというものである。 
本評価団では、本プロジェクトデザイン及び実施段階を以下のように理解した。 

・第１段階：中東部地方保健局が、プロジェクトを通じて地域保健看護師の現任教育体制を構築

するとともに、地区レベルの看護指導者（地区看護師長と地区看護主査）を研修する。 
・第２段階：地区レベルの看護指導者は、各地区において地域保健看護師を研修し、中東部地方

保健局はプロジェクトを通じてこれを支援する。 
プロジェクトがいうところの「現任教育」とは、上記第２段階の部分である。しかしながら、

プロジェクトとして直接介入を実施するのは第１段階の部分であり、この点がフィジー側がプロ

ジェクト・デザインを理解することにおいて混乱した点であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３－１ プロジェクトのデザイン 

 
本プロジェクトの目標は、中部地方の地域保健看護師の業務管理能力が現任教育を通じて向

上するということであるが、中間評価報告書によれば、プロジェクト開始後のフィジー側の理解

として、地域看護師の現任教育体制が構築されればプロジェクト目標が達成できるというものも

あったという。本プロジェクトのデザインは 終的にフィジー側及び他ドナーからの評価が高か

ったものの、プロジェクト開始時には関係者によるプロジェクト・デザインへの共通理解、すな
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わち、現任教育体制を構築し、それを通じて地域保健看護師の能力向上を図るという２段階構成

への理解が得られ難かったようである。 
なお、中間評価調査以降は、活動の優先順位と責任者を確認し、全体の流れとめざす方向を

明確に説明することで、フィジー側の現状理解と意欲が増し、目標達成に向けての体制ができ、

その結果が、 終的にフィジー側、他のドナーからの高い評価につながっていると考えられる。 
 
３－２ プロジェクト実施 

プロジェクト実施において関係者が留意した点は、現任教育体制構築に向けてフィジー側の

オーナーシップを確保することであった。この間に参加型・協議型のプロジェクト実施を重視し

た結果、フィジー側のオーナーシップは高まり、体制構築後は地区レベルでの現任教育がスムー

ズに行われた。 
しかしながら、現任教育体制構築に長時間を要したことにより、全体のプロジェクト活動に

大きな遅れを来たすことにもなった。当初の予定では、体制構築は１年で完了する予定になって

いたが、結局２年以上の時間がかかった。能力基準表が保健省によって公認されたことを体制構

築の完了とみなしているが、これは実に2007年５月のことであった。 
中間評価時に、現任教育体制構築に時間がかかりすぎれば 終的にプロジェクト目標達成が

困難になることが危惧され、中間評価後に日本人専門家の追加投入が検討された。その結果、

2007年７月にはチーフ・アドバイザーに加え、もう一人プロジェクト専任の専門家派遣（保健情

報）が実現した。 
また、プロジェクト実施期間中、プロジェクトでは管理できない事態が何件か発生したこと

も、全体的なプロジェクト進捗に影響を与えた。2006年４月に麻疹の大流行が発生したこと、同

年12月に発生したクーデターにより日本人専門家が退避したことにより、それぞれ約２か月間活

動が停滞した。さらに、2006年、2007年に一度ずつ職員のストライキが起こり、それぞれ２週間、

３週間活動が停滞した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－３ プロジェクトの進捗モニタリング 

本プロジェクト進捗のモニタリングは、中東部地方保健局、スバ地区の看護指導者代表の数

名、そして日本人専門家によって構成されているプロジェクト定例会メンバーによって行われて

当 初 計 画 現 任 教 育 体 制 構 築
お よ び 看 護 指 導 者 研 修

パ イ ロ ッ ト 段 階
モ デ リ ン グ に 向 け て の

段 階

現 任 教 育 体 制 構 築 お よ び 看 護 指 導 者 研 修 パ イ ロ ッ ト ＆ モ デ リ ン グ
実 際

2 年 目1 年 目 3 年 目

現 任 教 育 コ ー デ ィ ネ ー タ ー

の 配 置

日 本 人 専 門 家
2  ⇒ 3 人 体 制

ク ー デ タ ー
麻 疹 大 流 行

特 記 事 項

図３－２ プロジェクト進捗図（当初計画と実際の比較、プロジェクト進捗に影響を

及ぼした特記事項） 
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いる。この定例会を通じてプロジェクトの計画内容や実施方法に関する主な事項が協議・決定さ

れる。プロジェクト定例会の進行はプロジェクト開始当初は日本人専門家によるものであったが、

2007年には、進行はフィジー側により行われていた。 
また、本プロジェクトは主要な活動ごとにフィジー側と日本側代表者によるタスクフォース

を設置し作業を進める形式を取っていることから、フィジー側によるプロジェクトの活動や戦略

に係る意思決定プロセスへの参加度合いは高かった。 
 

３－４ 保健省本省や他ドナーとの連携・調整 

中間評価時点では、プロジェクトと保健省本省との連携が十分に構築されてないことが指摘

されていたが、終了時評価時点では保健省はプロジェクトの目標や活動内容を十分理解しており、

また保健省本省とプロジェクトとのコミュニケーションも密になったことがプロジェクト関係者

へのインタビューで明らかになった。 
保健省本省はプロジェクトの中部地方での活動を高く評価しており、地域保健看護師現任教

育の全国展開を見据えている。したがって、本プロジェクトが実施した全国セミナー、国際ワー

クショップにも本省として積極的な関わりをみせていた。 
プロジェクトと保健省本省との連携は主に、半年に一度開催される合同調整委員会議を通じ

て行われた。同会議は保健省次官とJICAフィジー事務所の所長が共同で議長を務め、プロジェ

クト関係者全員が参加し、活動進捗状況のモニタリングや問題点について議論した。加えて、プ

ロジェクトのチーフ・アドバイザーは、保健省内部のプロジェクトに関連する部署（公衆衛生課、

看護薬剤課など）や、他ドナーとの連携も強化し、これら関係者のプロジェクトへの理解が増す

結果となった。特に、AusAIDはフィジー保健セクター強化プログラム（Fiji Health Sector 
Improvement Program：FHSIP）3

 を実施しており、その一環として情報管理システムの改革も進め

ている。この情報管理システム改革において、地域保健看護師が行っている月間業務報告のフォ

ーマットが改訂されることが決まっており、本プロジェクト活動にも影響を及ぼすことから、プ

ロジェクトはAusAIDとも常に情報交換を行っていた。特に、月間業務報告フォーマット改訂に

おいては、プロジェクト成果品であるハンドブックの内容も新フォーマットに統合する必要があ

るため、終了時評価時点で本プロジェクトのチーフ・アドバイザーとFHSIP担当者の間で密に協

議がなされていた。 
 

                                                        
3 2003年から2008年までの５年間のプログラムで、年間500万オーストラリアドルを支援している。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、フィジーの保健政策、日本の開発援助

政策に合致したものであり、ターゲットグループのニーズも高いものであった。したがって、本

プロジェクト実施の妥当性は高いと判断される。 
（１）フィジー政府の保健政策との整合性 

2005年に発表されたフィジー国政府保健戦略計画（2005-2008、Ministry of Health Strategic 
Plan）では、国家にとって重要な中期的保健目標を５つ設定している。そのうちの一つに

「質の高い保健医療サービスの提供を拡大するために、コミットメントが高く技術的にも熟

練したスタッフの育成と定着」を促すことが含まれている。すなわち、保健省にとって人材

開発は 重要課題の一つである。また、当該戦略計画は人材開発に係る保健目標を達成する

ために、保健医療従事者の研修機会を拡大させることに焦点を当てている。この政策は「フ

ィジー国政府保健戦略計画2007-2011」でも引き続き重点項目の一つとして明記されている。

本プロジェクトは、このような保健医療スタッフの人材開発に資することから、フィジー政

府の保健政策との整合性も高い。 
 

（２）日本の開発援助政策との整合性 
日本は2003年に開催された「太平洋・島サミット」において採択された開発戦略文書の

中で５つの重点項目を発表しているが、保健はその中の一つにあげられている（他の４つは

安全保障、環境、教育、経済成長）。また、2006年５月に開催された同サミットの第４回で

も、日本は経済成長、持続可能な開発、良い統治、安全確保、人と人との交流を重点支援分

野として宣言しており、保健は「持続可能な開発」の中に位置づけられている。したがって、

「中部地方において地域保健看護師の行う地域保健活動の質が改善される」ことを上位目標

としている本プロジェクトは、日本の開発援助政策とも合致している。 
 

（３）ターゲットグループとの合致 
本プロジェクトの目標及びその実施手段は、ターゲットグループである５地区の看護指

導者と地域保健看護師のニーズに合致している。本プロジェクトが開始する以前は、地域保

健看護師を対象とした研修機会は少なく、かつ特定テーマ（母子保健、麻疹等）ごとに各地

区１～２名程度に限定して派遣される場合が多かった。これに対して地域保健看護師は、保

健省本省によって推進されている垂直的プログラム（感染症、母子保健、保健プローモーシ

ョン等）と連携しつつ、担当地域の多様な保健情報を収集分析しながら各地域のニーズに見

合った保健医療サービスを提供することが求められている。これらの現状を踏まえ、本プロ

ジェクトは初めて地域保健看護師に日常業務に係る技術と知識を包括的かつ体系的に学ぶ機

会を提供し、地域保健看護師の能力向上に寄与しようというものであった。このプロジェク

ト目標と実施手段は現場レベルの地域保健看護師にもよく認識されており、またすべての地

域保健看護師から現任教育を体系的・継続的に実施する必要性が聞かれた。したがって、地

域保健看護師の業務管理能力の強化のための現任教育へのターゲットグループからのニーズ

は高い。 
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４－２ 有効性 

プロジェクト目標 指標 

中部地方において地域保健看護師

の業務管理能力が現任教育を通し

て向上する。 

１．地域保健看護師の業務管理能力の変化 
２．各地区及び地域保健看護師が作成した年間報告書 
３．地域保健看護師の作成したプロジェクト計画書の数 

 
プロジェクト目標がおおむね達成できたと判断されることから、本プロジェクトの有効性は

高いといえる。地域保健看護師の業務管理能力を調査したところ、改善がみられていることが報

告されており、プロジェクトによって中部地方の地域保健看護師の業務管理能力が向上したと判

断される。 
地域保健看護師の業務管理能力の変化について、①プロジェクトが実施した調査と②評価調

査団員である国立保健医療科学院平野氏による２種類の調査が行われた。以下がそれぞれの調査

の結果である（調査結果の詳細は、付属資料３の合同評価レポートAnnex９を参照）。 
 

（１）プロジェクトが実施した調査「地域保健看護師の管理能力の変化」 
2007年５月に保健省により公認された能力基準表に従い、この中の15の能力基準すべて

において、地域保健看護師が自己採点（５から①までの整数採点。５が も良いスコア、１

が も良くないスコア）したもの、看護指導者が地域保健看護師を同様に採点したものを、

2007年３月時点と、同年11月時点で比較したところ、ほとんどすべての項目において、自己

採点、指導者による採点の両方とも点数が向上していた。特に、管理、コミュニケーション、

批判的思考と分析の３つの能力において飛躍的な向上がみられた。 
 

（２）国立保健医療科学院平野氏による調査「キャパシティ・ビルディングのための、フィジー

地域保健看護師の実務能力の変化」 
地域保健看護師に必要な能力のうち６項目（地域マネジメント、知識と技術、緊急管理、

マネジメントの質、地域保健看護師としてのキャリアアップ（professional development）、コ

ミュニケーションについて、それぞれの能力の自己査定と看護指導者からみた査定を、2006

年５月と2007年10月で比較した。査定のための選択肢には非常に優れている、とても良い、

良い、ある程度良い、悪いを設定し、この中で非常に優れている、とても良い、良い、の割

合を比較したところ、自己査定、指導者の査定ともに、2007年10月の調査のほうが上回って

いることが判明した。 
 

また、これら２種類の調査結果は、評価調査団による地域保健看護師たちと地区看護指導者

たちへのインタビューによっても裏付けられた。特に、地域保健看護師へのインタビューにおい

ては、プロジェクトにより現任教育体制が構築され実施されたことによって、自己の能力向上を

実感し、業務への自信につながっているとの回答を多数得た。具体的な意見としては以下のよう

なものがあげられた。 
・地域保健看護師は、能力基準表に従って自己の能力を客観的に査定することによって弱点を認

識することができた。 
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・ハンドブック導入によって月例報告書への記載もれがなくなり、期日までに提出できるように

なった。さらに、プロジェクトが始まる前までは、自分が収集した月間保健データは上司に

提出すればそれで終わりだと思っていたが、今では一部ではあるが自分でデータを分析する

ようになった。 
・データ分析が自分でできるようになったことで、担当地域住民への保健教育活動の項目・デザ

イン・計画などが根拠に基づいたものになった。 
 

以上のように、プロジェクト実施によって地域保健看護師の能力向上がみられたと判断され

た。しかしながら一方、プロジェクト目標達成を確実なものにするために、今後も一層の強化が

図られるべき項目についても以下のとおりインタビューから判明した。 
・新任の地区看護指導者が赴任した場合、現任教育に係る業務がしばしば中断されることが指摘

された。これは、地区看護指導者の役割を認識し、実行に移すまでに時間がかかっているこ

とが原因であると地域保健看護師たちは考えている。現任教育に関する指導者のための実際

的な詳細実施手順を現任教育マニュアルに追記すれば、新任指導者の手引きとなるのではな

いか。 
・地区看護指導者による地域保健看護師に対するモニタリングとスーパービジョン回数が依然と

して少ない。プロジェクト開始による大きな改善点として、2007年には年１回とはいえスー

パービジョンのためにヘルスセンターや看護ステーションを訪問するようになったことが指

摘された。2006年以前は、モニタリングとスーパービジョンのためにヘルスセンターや看護

ステーションを訪問することがなかったことを考えると、大きな進歩を感じる地域保健看護

師が多かった。しかしながらこの回数は十分ではなく、特に地区の中で遠隔地に位置するヘ

ルスセンターや看護ステーションへの訪問回数は年１回程度であることから、回数の増加が

望まれている。 
・地区看護指導者によるスーパービジョンの質についても、地域保健看護師はまだ不十分である

と感じている。インタビュー対象の地域保健看護師によれば、地区看護指導者が地域保健看

護師を訪問することは、地域保健看護師にとって１対１で相談できる大きな機会であると認

識しているが、現時点ではまだ十分なアドバイスをもらえないなどの意見も出た。 
・地域保健看護師は、月間業務報告に記載するデータをさらに利用する必要がある。評価調査団

がフィールドに赴き観察したところによれば、データ利用がまだ不十分な点が見受けられた。

また、地区看護指導者への質問票によっても、有効回答７のうち地域保健看護師による自身

の活動のためのデータ活用が十分であるとの回答はわずか１であった（ある程度活用してい

る：４、あまり活用していない：２）。 
 

プロジェクト目標の達成度合いを測る指標は、終了時評価調査時点において３項目設定され

ていたが、調査団は指標②の「各地区及び地域保健看護師が作成した年間報告書」及び指標③の

「地域保健看護師の作成したプロジェクト計画書の数」に関してのデータが入手できなかった。

その理由は以下のとおりである。 
②は年間報告を行っている地区は存在するものの統一した報告書フォームはなく、また地方

保健局への提出義務がないため、データの整備が必要とされていたが、終了時評価までにそれが

整備されなかった。プロジェクト及び調査団は地区からの直接データ収集も試みたが、2007年度
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の報告書の提出期限は2008年３月であるため、終了時評価時点でのデータ収集は不可能であった。 
③に関しても同様に、データ整備が必要であった指標といえる。地域保健看護師がプロジェ

クト計画書を作成すれば予算が付けられるという保健省のプログラムが導入されたのは2007年時

点では５地区のうち３地区であり、またその提出期限が２月から３月ということで、終了時評価

時点では本指標のデータは確認できなかった。 
 

４－３ 効率性 

すべての投入が成果達成のために無駄なく使われ、その結果成果が達成されたことから、本

プロジェクトの効率性は高かったと判断される。効率性を高めた要因として以下があげられる。 
・日本人専門家、機材は必要な投入のみ行われた。 
・フィジー側との活動経費の分担を積極的に進めてきたことにより、プロジェクト運営資金確保

と資金の適宜支出が可能であった。 

・フィジー側が、プロジェクトのために 適なカウンターパートの配置を行った。特に、プロジ

ェクトからのアドバイスに応えて、保健省が地域保健看護師現任教育調整官のポストを新設

し、2006年５月に本調整官がプロジェクトの専任カウンターパートとなったことで、地区レ

ベルの現任教育がスムーズに行われた。 
・2007年７月より、日本人看護専門家が１名から２名体制になった。１名はチーフ・アドバイザ

ーとしてプロジェクト・マネジメントと保健省本省や中東部地方保健局との調整業務に専念

し、もう１名は地区レベルでの現任教育実施体制の強化に専念することにより、プロジェク

ト実施をさらにスムーズにした。 
 

中間評価時点ではプロジェクト進捗の遅れが指摘されたが、中間評価での提言に沿う形で日

本側・フィジー側双方が努力を重ね、終了時評価時点では結果として効率性の高いプロジェクト

と判断されるに至った。 
ただし、本プロジェクトは外部条件に左右された。 
第３章「３－２」にも記したとおり、2006年の麻疹大流行とクーデター発生、2006年と2007

年にそれぞれ一度ずつ起こったストライキにより、合計約５か月の活動停滞を強いられることと

なった。 
 

４－４ インパクト 

上位目標 指 標 

中部地方において地域保健看護師の行う地

域保健活動の質が改善される。 
中部地方における住民の地域保健サービスに対

する満足度 

 
プロジェクト目標である中部地方の地域保健看護師の業務管理能力向上が達成できたため、

上位目標達成の可能性も高いと考えられる。 
ただし、終了時評価調査時点においては、上位目標達成見込みの判断基準となる指標に係る

データを入手することはできなかった。中間評価報告書において「住民の満足度に関する指標は、

ベースラインとなるような調査がプロジェクト開始時に実施されなかったため、指標自体を見直

す必要がある。」と記されているが、その後見直されてはおらず指標収集もされていないため、
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本指標の使用は今後も困難である。 
上位目標の達成見込みを判断するにあたり、本評価調査団では看護指導者へのアンケート調

査・グループインタビュー、さらに地域保健看護師とのグループインタビューによって得た結果

を参考にした。地区看護指導者を対象とした当該調査の中では、地域保健看護師により地域保健

活動を改善するためにどの要素が重要かをあげてもらったところ、以下８つの事項があげられた。

①地域保健看護師の人数を増加させる、②地域保健看護師の看護に係る知識・技術を向上させる、

③ヘルスセンターや看護ステーションでの保健情報の量と質を上げる、④地域保健看護師の役割

と責任を明確化する、⑤保健施設や機材を充実させる、⑥モニタリングと評価のシステムを強化

する、⑦ヘルスセンターの運営予算を拡大する、⑧地域保健看護師の給与を増額する。次に、地

域保健看護師にこれら８つの事項を必須と思われる順に並べてもらったところ、ほとんどの回答

者が⑦ヘルスセンターの運営予算を拡大する（レワ地区・セルア・ナモシ地区で１位）、⑤保健

施設や機材を充実させる（レワ地区・セルア・ナモシ地区・ナイタシリ地区で２位）、⑧地域保

健看護師の給与を増額する（スバ地区・レワ地区・セルア・ナモシ地区で３位）、ことが重要で

あると考えており、PDMで設定された外部条件である「地域保健看護師の労働条件が悪化しな

い」という点に頼るものが多い。また同時に、⑥モニタリングと評価のシステムを強化する、す

なわち、地区看護指導者によるモニタリング・評価の強化を求めていることもわかる（スバ地区

で１位、セルア・ナモシ地区・ナイタシリ地区で４位）。 
 
この調査の結果、本プロジェクトの目標である「中部地方において地域保健看護師の業務管

理能力が現任教育を通じて向上する」ことは確かに上位目標である「中部地方において地域保健

看護師の行う地域保健活動の質が改善される」ことに貢献するが、それ以外にも外部条件である

ヘルスセンターへの十分な予算措置や、施設・機材の拡充、そしてモニタリング・評価システム

の強化も重要であることが明らかになった。 
 
本プロジェクトからもたらされる正の波及効果として、終了時評価時点で以下のことが確認

できた。 
・保健省は、現行の看護師教育カリキュラムの中で現任教育について紹介したいという意向を持

っている。また、現任教育は、地域保健看護師のみならず病院で勤務している看護師にも取

り入れるべきとの認識を持っている。 
・現任教育を通じて地域保健看護師間、そして地域保健看護師と地区看護指導者の間のコミュニ

ケーションと協調関係が強化された。具体的な例としては、例えばスバ地区では、現任教育

の内容を研修に参加できなかった地域保健看護師に、月例会議を利用して教える習慣が生ま

れた。また、レワ地区では、今まで地域保健看護師一人によって行われてきたアウトリーチ

活動をチームで行うことが地区によって承認された。地域保健看護師一人でのアウトリーチ

活動は、地域保健看護師にとって負担が大きいものであった。現任教育を通じて地域保健看

護師同士がこの問題について話し合い、協力して地区にチーム編成を働きかけ、これが承認

されたものである。 
終了時評価調査時点において、本プロジェクトによる負の波及効果は確認されなかった。 
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４－５ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は、フィジーでは人材育成が政策の中で優先順位が高いこと、

中東部地方保健局に地域保健看護師の現任教育実施体制が整ったことなどから、高いと判断され

る。以下に、政策面、制度・組織面、財政面、技術面から、本プロジェクトの自立発展性につい

ての詳細を記述する。 
 

（１）政策面からみた自立発展性 
政策面でのプロジェクト自立発展性は高い。なぜなら、保健省による保健医療従事者の

人材開発に対するコミットメントが高いからである。保健省は特に地域保健看護師を、保健

分野の人材の半分以上の役割を担うものとしてその重要性を認識しており、現任教育の体制

を構築し実施を進めた本プロジェクトを高く評価している。これらのことから保健省は、本

プロジェクトを全国展開させたい構えである。現任教育が全国的に展開されるようになれば、

地域保健看護師の能力の標準化が進み、フィジーの高い職員異動率という現状にも対応でき

る。今後の課題は、地域保健看護師の現任教育体制と実施を全国的に行いたいという意向を

もっている保健省が、具体的にどのような手段で全国展開していくのかという点である。こ

の点は終了時評価時点でもまだ明らかになっておらず、プロジェクトからのアドバイスと協

力を得たいとのことである。 
 

（２）制度・組織面からみた自立発展性 
中東部地方保健局においては、地域保健看護師の現任教育体制が確立されたため、今後

も継続して現任教育が実施されることが大いに期待される。特に、中東部地方保健局自身で

2008年度の地区看護指導者研修計画を作成するなど、プロジェクト終了後を見越して自立発

展への足がかりとなる活動を実行している例が終了時評価時点で確認された。また、中東部

地方保健局は保健省の現任教育全国展開にも積極的に協力する意向を示しており、制度・組

織面での自立発展性は高い。 
しかしながら、自立発展性に大きな影響を与える要因が、終了時評価時点で未解決のま

まであった。それは、現任教育調整官の人事院からの正式承認がまだ得られていないことで

ある。現在このポストは、保健省からは正式に承認されており、保健省自身も人事院へポス

トを申請しているが、人事院からの承認はまだ得られていない。保健省・中東部地方保健局

ともに現任教育調整官の正式なポスト承認が今後の現任教育継続の鍵になることを十分自覚

しているため、今後も申請を続ける意向である。 
 

（３）財政面からみた自立発展性 
中東部地方保健局のトレーニング委員会が保健省本省から独自の研修予算を得たのは

2006年度が初めてであり、F$15,000が地方保健局管轄の研修及び各地区で開催された研修の

費用として交付された。本プロジェクトの対象地区での現任教育プログラムも、この予算よ

り財政支援を受けている。2007年度も同額の予算を獲得した。しかし、2008年度はこの額が

F$10,000に減額されている。ただし、中東部地方保健局によれば、研修実施可能な予算とし

て他にもヘルス・プロモーション・ファンド（総額F$100,000）や、AusAIDからのパブリッ

ク・ヘルス・ファンド（総額F$130万）などが使用可能であることから、保健省からの研修
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予算減額は地域保健看護師の現任教育実施に影響しないとの考えであった。 
 

（４）技術面からみた自立発展性 
地域保健看護師の現任教育を計画・運営するのは地区看護指導者であり、プロジェクト

によって計画・運営能力が向上したこれらの指導者たちの技術面での自立発展性は高いとい

える。また、これらの地区看護指導者を統括する中東部地方保健局の看護指導監及び現任教

育調整官の計画・運営・評価技術もプロジェクトにより向上し、自立発展性も高いと判断さ

れる。 
ただし、地区看護指導者の人事異動率は依然として高く、新任の指導者の赴任と同時に

現任教育が中断されることが関係者とのインタビューで指摘されていることから、新任指導

者に対する現任教育オリエンテーションやガイダンスの充実が求められる。また、地区看護

指導者のモニタリング・スーパービジョン能力の更なる向上も求められている。これらのこ

とから中東部地方保健局としては、技術面での自立発展性を確保するために、新任指導者へ

のガイダンス手法、モニタリング・スーパービジョン手法を、プロジェクトを通じてさらに

強化する必要がある。また、中部地方５地区のうち、良い取り組みを行っている例などを他

地区に紹介する場を設けることも考えられる。 
技術面のうち、特に保健情報データ収集に関して、現在AusAIDがFHSIPにおいて、保健

情報システムを改定している。この一環で地域保健看護師の月間業務報告フォーマットも改

訂されることが決まっており、新しいフォーマットが2008年６月に導入される予定である。 
本プロジェクトは、現行の月間業務報告フォーマットに沿って記入方法を指導したハンドブ

ックを作成し、それが地域保健看護師に広く受け入れられ活用されていることから、月間業

務報告フォーマットの改訂に伴うハンドブック使用への混乱を 小限にとどめる努力が必要

である。 
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第５章 結論・提言・教訓 
 

５－１ 結 論 

「中部地方において地域保健看護師の業務管理能力が現任教育を通じて向上する」とした、

本プロジェクトの目標は、おおむね達成された。 
本プロジェクトの活動により、地域保健看護師が修得すべき能力や現任教育の手法の標準化

がなされ、現任教育のシステムが新たに構築されるとともに、地区看護指導者の指導方法も向上

した。これらに基づく現任教育が、中部地方のヘルスセンター、看護ステーションで開始され、

既に地域保健看護師の業務管理能力が向上していることが、複数の調査で確認されている（有効

性）。 
活動の過程では、システム構築に時間を要し、また、クーデター等の政情不安等による業務

停滞により、当初計画に比して進捗に遅れがみられた時期もあったが、専門家や機材の効率的な

投入、フィジー側との活動経費の分担、フィジー側カウンターパートの適切な配置により、予定

された成果を達成することができた（効率性）。 
フィジーを含む大洋州域内国を形成する島々においては、地域保健看護師が地域保健医療サ

ービスの 前線で勤務しており、その能力向上と海外流出防止が保健医療政策の 重要課題に位

置づけられている。しかしながら、本プロジェクト以前の能力向上策は、保健省等が主催する研

修に数名の地域保健看護師が参加する卒後教育のみであり、上記課題に十分対応している状況に

なかったと考えられる。現任教育は、地区の地域看護師全員を対象にして、日常業務に係る技術

と知識を包括的かつ体系的に研修するシステムであり、彼（女）等に中長期にわたって習得すべ

き能力を提示し、かつ、研修機会を提供することにより、能力と意欲の向上を図るものであり、

本プロジェクトの妥当性は非常に高い。このことは、WHO主催の大洋州人材ワークショップや、

本プロジェクトの活動をフィジー他地域及び大洋州域内国へ紹介するワークショップで、本活動

が出席者から支持されたことからも裏付けられている（妥当性）。 
本プロジェクトでは、フィジーの保健人材で 優先である地域保健看護師という一職種にお

いて業務管理能力という一職責に焦点を当てたが、プロジェクトが構築した現任教育システムは

すべての保健人材のすべての職責の向上に適用可能なものである。一方、既にフィジー国立看護

学校が、本プロジェクトの成果である業務管理能力の研修コースと同校が実施する教育訓練との

連携の検討を開始しており、本プロジェクトの成果がフィジーの保健人材全体の能力向上にイン

パクトを生じつつあると考えられる（インパクト）。 
現時点で、現任教育の実施体制が構築され、同体制に基づいた現任教育が、既にフィジー側

により実施されていることから、本プロジェクトの自立発展性は高いといえる。ただし、2008年

６月に予定されている、月間業務報告書の全面改訂においては、本プロジェクト作成のハンドブ

ックに盛り込まれた「地域保健看護師によるデータ分析」が、新月間業務報告書でも活用できる

ように関係機関と調整する必要がある。また、現任教育調整官のポストがいまだ人事院より常設

ポストとして承認されていないことが、 大の懸念事項と考えられる（自立発展性）。 
 
５－２ 提 言 

本プロジェクトの成果をより確実にし、かつ定着させるためには、地区看護指導者（特に新

任の指導者）の更なる能力向上と、現任教育の運営管理を専任で行う現任教育調整官ポストの定
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数化が必要である。 
上記に対しては、ボランティア派遣、課題別研修、フォローアップ協力による、地区看護指

導者及び現任教育調整官の能力向上に対するJICAの追加支援が期待される。 
さらに、JICAの大洋州に対する保健医療協力全体の視点からは、プログラムアプローチの強

化が必要と考えられる。現在、フィジーでは、本プロジェクトによる看護師現任教育のほかに、

予防接種率向上（ワクチン管理とコールドチェーン）、フィラリアの制圧（機材供与）、成人病対

策（栄養政策の策定）の３つのプロジェクトが並行して実施されているが、これらの現場での実

施者はいずれも地域保健看護師となっている。今後の大洋州地域の保健医療プログラムでは、現

任教育を共通の基盤にして、感染症、慢性疾患等の対策を実施するプログラムも検討に価すると

考えられる。 
 
５－３ 教 訓 

本プロジェクトは、３年間に２名の長期の専門家（チーフ・アドバイザーと業務調整員）を

派遣するという、比較的規模の小さいプロジェクトといえるが、このような規模のプロジェクト

は、プロジェクトのデザインがシンプル（投入・活動・成果・目標の因果関係が単純で不確定要

素が少ない）で、既に類似案件の実施経験があるなど、対応が容易な課題に限定すべきである。

特に、本プロジェクトのように、新たなシステムの構築が含まれる案件では、技術分野で複数名

の長期専門家の派遣は必須と考えられる。本案件では、現任教育システム構築に時間を要したた

め、現任教育の実施の時間が不足することとなり、急遽、短期専門家を増員して対応することと

なった。 
また、期間３年という短期プロジェクトの場合、その初期段階で進捗に問題が認められれば、

早期に中間評価を実施し、対策の検討とその迅速な実施が必要である。本プロジェクトでは、シ

ステム構築に当初計画以上に時間を要していたが、中間評価は通常どおりの開始１年半後に実施

され、早期の追加投入には至らなかった。 
PDMの評価指標は、先方現体制では取ることが可能なデータを設定すべきである。プロジェ

クトが独自に設定した指標の場合、データ収集にコストがかかり、末端の保健医療従事者への負

担が高まることが懸念されるうえ、そのデータの客観性の担保にも注意が必要となる。本案件の

場合は、プロジェクト目標の３つの評価指標のうち、２つについて、終了時評価までにデータが

整備されず、残りの１つの指標について、プロジェクトと評価団員がそれぞれ実施した調査の結

果に基づき、評価を実施することとなった。 
相手機関に、JICAの技術協力プロジェクトに直接関与した経験を有するスタッフが少ない場

合は、当地の主要ドナーであるAusAIDとの違いを、事前に理解させることが重要である。

AusAIDがコンサルタント主導の代行サービスとしての技術支援形態であるのに対して、JICAの

技術協力プロジェクトはフィジー側との協働が前提であるため、様々な投入・活動を要求された

フィジー側が、それを派遣された専門家の独自の考えに基づくものと誤解し、現場がぎくしゃく

する恐れがある。本プロジェクトでも開始当初、JICAプロジェクトから保健省への説明が繰り

返されたが、共通理解の形成に想定を大幅に上回る時間を要した。 
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第６章 調査所感 
 

６－１ 地域保健看護の観点から 

（１）日本とフィジーの地域保健活動 
日本とフィジーの地域保健をめぐる社会情勢としては両国共に地方分権が推進され、地

域保健医療サービス提供施設（フィジー：ヘルスセンター、日本：保健所、保健センターを

指す）において地域特性に応じた事業を展開することが求められている。また、主な健康問

題は生活習慣に由来する非感染性疾患となり、看護職には患者に処置や健康教育を行うとと

もに、地域の人々の生活状況や生活環境に関する情報を総合的に収集し、それらを根拠とし

た事業を企画・実施し地域の健康状態を改善することが期待されるのも両国同様である。 
地域保健医療サービス提供施設の看護職は、両国ともに公的な身分であることは共通す

るが、日本の保健所・保健センターには地域保健活動を主業務とする保健師が配置されてい

る。保健師は看護師とは別の国家資格を持ち、医療機関の臨床看護へ配属されることはほと

んどない。一方、フィジーには保健師という国家資格はなく、ヘルスセンターには看護師が

配置され、臨床看護への異動もなされている。しかし、看護学校に卒業教育として公衆衛生

看護コースが設置されており、このコースを修了している看護師のヘルスセンターへの配属

は多い。 
 
（２）フィジーにおける地域看護現任教育プロジェクトの意義 

両国の地域保健医療サービス提供施設の看護職の役割・機能にこのような違いはあるが、

地方分権と生活習慣病による健康問題の増加に対応する事業を展開するマネジメント機能は

共通し、これまでの日本の地域保健看護の経験と技術が本プロジェクトを通してフィジーに

移転されることが期待された。プロジェクトの主目的はヘルスセンターの看護職の企画立案

力とヘルスセンターの予防機能の強化であり、これらを管理的な立場にある地区看護指導者

の人材育成力量の向上を通して進められた。保健医療従事者の人材育成はフィジーのみなら

ず昨今のWHOのテーマであり、グローバルな課題でもある。本プロジェクトがフィジーを

人材育成の拠点とし大洋州へ波及させることは多いに期待されることである。また、この波

及方法は日本においても都道府県保健師の力量を市町村保健師へ波及させる方法として大変

参考となるものであり、意義深い取り組みであろう。 
 
（３）地域看護師のマネジメント力量の変化 

本プロジェクトの実施にあわせ、本調査団員である平野氏が、厚生労働省の国際医療協

力研究委託事業の一環として、地域保健看護に従事する看護師の実践力量について調査を行

った。この調査はフィジーにおいて設定された地域保健看護師の能力基準を基に６領域（地

域管理、知識・技術、健康危機管理、サービスの質管理、専門性の向上、コミュニケーショ

ン）の実践力量を調査したが、一般の地域保健看護師に関しては健康危機管理を除く５領域

において力量の向上が示され統計的にも意義あるものであった。地区看護指導者の母数は20

数名であり得られたデータは10例と少なく統計的処理は行っていないが、６領域全般のマネ

ジメント力の向上がうかがわれた。これらの変化は現任教育プロジェクトの介入の効果を示

すものと解釈される。 
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（４）今後のフィジーに期待すること 
調査を通してヘルスセンター・看護ステーションの看護師の実践を目の当たりにする機

会も得た。フィジーの看護師は、住民の健康問題への関心を住民同士が高めるダイナミック

スを醸成しようとする態度と技術を十分に持ち合わせていた。また、日本の保健師より検査

や処置に関して幅広い権限が与えられ、住民のニーズに合わせて専門的な技術を主体的に発

揮する場面が多々見受けられた。このような経験と調査結果から、プロジェクトが立ち上げ

た現任教育がシステムとしてフィジーに定着していけば、これからのフィジーの地域保健看

護師はますます力量を向上させると考えられる。システムとしての現任教育が機能する姿は、

一つは地区レベルにおいて、ヘルスセンター・看護ステーションの看護師が情報を共有し合

うミーティングが定着し、看護専門職としての技術の課題等や地域の健康問題について協議

し、現任教育計画が年間を通して実施されることである。二つ目としては地方レベルで地区

の看護指導者が話し合える場を確保し、ニーズに応じた研修会等が開催されることである。

三つ目としては地方レベルに配置された現任教育調整官が地区を巡回し、地区看護指導者の

支援とスーパービジョンを恒常的に行うことである。言い換えるならば、地区レベルと地方

レベルそれぞれに看護師による「協議の場」が確保され、両レベルが「日常的に連動する仕

組み」が維持されることである。この姿、この体制が維持発展されることを期待したい。 
しかし、国の財政的な問題等で、今後現任教育調整官を含む現任教育体制の維持は難し

いことも予測される。このような状況において、フィジーの地域保健看護師は現任教育の体

制として何を残し発展させたいのかについて自主的に協議し、現任教育調整官が看護師の力

量向上に不可欠なものであるとするならば、既存の看護師組合等の組織を活用して現任教育

調整官に相当人材を確保するなど、看護師間で自ら解決する方法を見出すことも期待したい。

今後は現任教育に限らず看護師に起こる諸問題に対して現任教育プロジェクトで培った力量

を看護師が発揮することを期待したい。 

 
６－２ 保健人材育成、保健システムの観点から 

（１）現任教育制度のモデル化・パッケージ化 
一般に、保健医療従事者に求められる知識・技能あるいは現任研修の科目は、①公衆衛

生・予防分野、②臨床・治療分野、③業務管理分野－の３種に大別される。これらの３種の

大分類の中に、さらに個別のトピックや課題  
4

 がある。本プロジェクトは、地域保健看護師

の業務管理能力を強化するための現任教育システムの基礎を設計・構築そして運営して、一

定の成果を上げた。この成果を踏まえて、現行の地域保健看護師の現任教育システムに業務

管理分野に加えて、さらに公衆衛生・予防分野と臨床・治療分野を含めた地域保健看護師の

ための包括的な現任教育システムに発展させることが望ましい。その上で、モデル化された

パッケージを、フィジー全土へ展開することが本来望ましい。モデル化は、JICAフィジー

事務所の関心事の一つでもある周辺の島嶼国へ普及を行う際は、特に必要な段階と捉えるべ

きである。 
 
 
                                                        
4 Akiba T, Aiga H, Oikawa M, Goto N, et al （2005） A unique trial of human resource development in the health area: Development 

and introduction of a health in-service training system in Ghana. Technology and Development. 18: 40-51. 
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（２）保健人材政策への寄与 
フィジーは、国家保健戦略2005-2008にて「質の高い保健サービスを提供するには意欲に

富み高質な技術を身に付けた保健人材の開発と定着」を、保健省の５つの戦略目標の一つと

してあげている。これは、保健人材の質と量の確保の重要性を端的に表している。本プロジ

ェクトは、この保健人材の質と量の確保という両方の課題の解決に資するものである。 
本プロジェクトは地域保健看護師の保健サービスの質の向上を業務管理能力の強化を通

してめざしたものであり、地域保健看護師という保健人材の質の向上に直接寄与している。

本プロジェクトで開発した現任教育システムを他のすべての保健医療従事者の職種・職能5

に適用することにより、当該国の包括的な現任研修制度を確立できる。同制度が各職能・職

位の職務経験年数に応じた現任研修機会やキャリアパスを提示することにより、保健医療従

事者は各自の職業的な将来像や長期的目標を設定することが可能となる。これにより、保健

医療従事者が高給を求めて安易にオーストラリア等へ頭脳流出するケースを抑制し、フィジ

ー国内に保健医療従事者が定着することを促すものとなるであろう。このように、本プロジ

ェクトが保健人材の量的な確保にも間接的ではあるものの貢献すると思われる。 
現任教育システムにおいて各保健医療従事者の現任研修の参加記録を分析することによ

り、現任研修の機会の均等化にも貢献できる。現任研修の機会均等化は、当該国の国民がど

こであっても一定の質が確保された公的保健サービスを享受できるようするうえで、保健省

にとって重要な課題  
6

 である。フィジー保健省が、これらの現任研修の重要性を強く意識し

て、本プロジェクトの成果を今後発展させていくことに期待したい。 
 
（３）保健情報システムとの関連 

現在、AusAIDがフィジーの保健管理情報システムの簡素化に取り組んでいる。ヘルスセ

ンターや看護ステーション等の末端でのデータ収集のための月例記入様式である月間業務報

告書フォームの改訂版が全国に導入されることが、2008年６月に予定されている。 
本プロジェクトで開発したハンドブックは、現行月間業務報告書様式に基づく地域保健

看護師自身によるデータ記入法・分析法・利用法のガイダンスがわかりやすく解説されてお

り、極めて実践的なツールとして普及しつつある。よって、同ハンドブックを新月間業務報

告書様式の導入にあわせて改訂していくことが必要である。あるいは、新たな保健管理情報

システムの地域保健看護師向けの手引き・指針に、同ハンドブックで示した特にデータ分析

法・利用法の部分を組み入れていくよう、AusAIDに働きかけていくことが必要である。 
このような段階を経て、自ら収集したデータを自ら分析し日常業務の改善に活用する習

慣が地域保健看護師達の中により確実に定着する。このような勤務形態と勤務姿勢が、地方

分権化が進捗中のフィジーでは求められていると想定される。すなわち、収集したデータは、

単に中央の保健省本省へ提出するだけでなく、末端の保健施設や地域行政機関・議会にて保

                                                        
5 保健医療従事者は、①保健医療技術系（医師、看護師、保健師、助産師、臨床検査技師、薬剤師等）②事務系（保健行政

官、会計官、病院事務一般等）、③非保健医療技術系（電気系統エンジニア等）、④サポート系（警備員、運転手等）の４

種に大別される。 
Aiga H.（2006）Reasons for participation in and need for continuing professional education among the health workers in Ghana. 
Health Policy. 77（3）：290-303. 

6 Aiga H, Banta JE.（2003） Emerging crisis of Continuing Professional Education: Becoming dead letter between external pressure 
and personal incentive? Int J Health Plan Manage. 18（3）：267-271. 
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健セクターへの予算編成を事実に基づく（Evidence-based）方法で進める際にも、分析・活

用していくべきである。本プロジェクトの成果を、保健情報システムや地方分権化に資する

形で展開していく意義を強調したい。 
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指

標
）
保

健
省

へ
の

報
告

書
数

（
J
C

C
, 
N

E
C

 M
e
e
ti
n
g等

）
X

X
 

 
 

 

（
指

標
）
会

議
等

で
の

発
表

数
X

X

（
指

標
）
セ

ミ
ナ

ー
・
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

の
開

催
数

、
参

加
者

数
（
対

象
地

域
内

外
）

X
X

（
指

標
）
ニ

ュ
ー

ス
レ

タ
ー

の
配

布
部

数
X

X

そ
の

他
指

標
に

表
れ

な
い

達
成

度
X

X
X

X
X

1
.

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

績

成
果

2
は

計
画

ど
お

り
産

出
さ

れ
て

い
る

か
。

（
地

区
指

導
者

の
現

任
教

育
に

関
す

る
運

営
管

理
能

力
が

向
上

す
る

。
）

そ の 他 関 連 機 関

 イ ン タ ビ ュ ー

成
果

１
は

計
画

ど
お

り
産

出
さ

れ
て

い
る

か
。

（
地

域
保

健
看

護
師

の
能

力
の

基
準

と
機

能
が

定
め

ら
れ

る
。

）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

合
い

は
。

資 料 レ ビ ュ ー

日 本 人 専 門 家

( 質 問 票 ・ イ ン タ

ビ ュ ー ）
評

価
設

問

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

合
い

地 区 看 護 指 導 者

（ 質 問 票 ・ イ ン タ

ビ ュ ー ）

成
果

産
出

の
度

合
い

成
果

4
は

計
画

ど
お

り
産

出
さ

れ
て

い
る

か
。

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

が
他

地
方

お
よ

び
他

国
に

紹
介

さ
れ

る
。

）

地 域 保 健 看 護 師

（ イ ン タ ビ ュ ー ）

カ ウ ン タ ー パ ー ト

（ イ ン タ ビ ュ ー ）

成
果

3
は

計
画

ど
お

り
産

出
さ

れ
て

い
る

か
。

（
各

地
区

に
お

い
て

、
地

域
保

健
看

護
師

を
対

象
と

し
た

現
任

教
育

が
機

能
す

る
。

）

１．評価グリッド
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評
価

項
目

必
要

な
デ

ー
タ

事 前 資 料

大
項

目
小

項
目

そ の 他 関 連 機 関

 イ ン タ ビ ュ ー

資 料 レ ビ ュ ー

日 本 人 専 門 家

( 質 問 票 ・ イ ン タ

ビ ュ ー ）
評

価
設

問

地 区 看 護 指 導 者

（ 質 問 票 ・ イ ン タ

ビ ュ ー ）

地 域 保 健 看 護 師

（ イ ン タ ビ ュ ー ）

カ ウ ン タ ー パ ー ト

（ イ ン タ ビ ュ ー ）

活
動

の
進

捗
状

況
は

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
状

況
や

そ
の

進
捗

に
影

響
を

与
え

た
問

題
・
外

部
条

件
は

あ
っ

た
か

X
X

X

問
題

発
現

時
に

と
ら

れ
た

対
策

は
。

問
題

解
決

の
仕

組
み

は
ど

う
で

あ
っ

た
か

。
ま

た
そ

の
仕

組
み

は
有

効
で

あ
っ

た
か

。
X

X
X

フ
ィ

ジ
ー

側
 

＊
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

必
要

な
人

員
　

(カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
配

置
）

X
X

＊
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

必
要

な
経

費
と

資
材

X
X

＊
訓

練
施

設
、

日
本

人
専

門
家

執
務

室
等

の
提

供
X

X
日

本
側

＊
専

門
家

派
遣

X
X

＊
研

修
員

受
入

X
X

＊
供

与
機

材
X

X
＊

現
地

コ
ス

ト
負

担
X

X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

仕
組

み
は

ど
の

よ
う

な
も

の
か

X
X

　

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
お

い
て

、
P

D
M

、
P

O
は

ど
の

よ
う

に
活

用
さ

れ
た

か
X

X

専
門

家
の

技
術

移
転

の
方

法
は

主
に

ど
の

よ
う

な
も

の
で

あ
っ

た
か

X
X

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

を
は

じ
め

と
す

る
関

係
者

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

ど
う

だ
っ

た
か

X
X

X

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

に
お

け
る

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
関

わ
り

方
は

ど
の

よ
う

な
も

の
で

あ
っ

た
か

、
変

化
は

あ
っ

た
か

X
X

当
初

、
参

加
型

・
協

議
型

ア
プ

ロ
ー

チ
を

と
っ

て
き

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
方

法
に

変
化

は
あ

っ
た

か
X

X

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

関
わ

り
方

は
ど

の
よ

う
な

も
の

だ
っ

た
か

X
X

X
X

保
健

省
と

の
連

携
・
調

整
は

ど
の

よ
う

に
行

っ
た

か
X

X
X

保
健

省
に

よ
る

新
Ｃ

Ｍ
Ｒ

シ
ス

テ
ム

の
変

更
に

際
し

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

の
情

報
共

有
は

は
か

ら
れ

た
か

X
X

X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

の
他

地
方

へ
の

展
開

に
お

い
て

、
保

健
省

は
ど

の
よ

う
に

機
能

し
た

か
X

X
X

そ
の

他
関

連
機

関
の

関
わ

り
方

は
ど

の
よ

う
な

も
の

だ
っ

た
か

X
X

X

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
参

加
度

合
い

相
手

国
実

施
機

関
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
は

醸
成

さ
れ

て
い

る
か

。

技
術

移
転

の
方

法
専

門
家

と
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
と

の
関

係
性

は
ど

う
だ

っ
た

か
。

2
.

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
プ

ロ
セ

ス

投
入

の
実

績

活
動

の
実

績

他
の

ス
テ

ー
ク

ホ
ー

ル
ダ

ー
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

関
わ

り
方

は
ど

う
だ

っ
た

か
。

ま
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

認
識

は
高

か
っ

た
か

。

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
実

施
状

況
は

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

体
制

投
入

の
実

績
は

。

そ
の

他
関

係
者

の
参

加
度

合
い
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評
価

項
目

必
要

な
デ

ー
タ

事 前 資 料

大
項

目
小

項
目

そ の 他 関 連 機 関

 イ ン タ ビ ュ ー

資 料 レ ビ ュ ー

日 本 人 専 門 家

( 質 問 票 ・ イ ン タ

ビ ュ ー ）
評

価
設

問

地 区 看 護 指 導 者

（ 質 問 票 ・ イ ン タ

ビ ュ ー ）

地 域 保 健 看 護 師

（ イ ン タ ビ ュ ー ）

カ ウ ン タ ー パ ー ト

（ イ ン タ ビ ュ ー ）

対
象

地
域

・
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
。

中
部

地
方

に
お

い
て

地
域

保
健

看
護

師
の

業
務

管
理

能
力

が
現

任
教

育
を

通
じ

て
向

上
す

る
こ

と
が

、
ど

の
よ

う
に

地
域

・
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
X

X
X

X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
は

、
地

区
指

導
者

（
地

区
医

師
長

、
地

区
地

域
看

護
師

長
、

地
域

看
護

主
任

）
の

ニ
ー

ズ
と

合
致

し
た

か
X

X
X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
は

、
地

域
保

健
看

護
師

の
ニ

ー
ズ

と
合

致
し

た
か

X
X

X

フ
ィ

ジ
ー

国
の

開
発

政
策

と
の

整
合

性
は

あ
る

か
。

フ
ィ

ジ
ー

の
保

健
政

策
・
戦

略
に

お
け

る
地

域
看

護
師

の
現

任
教

育
の

位
置

づ
け

X
X

X
X

日
本

の
開

発
援

助
政

策
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

。
フ

ィ
ジ

ー
国

国
別

援
助

計
画

、
J
IC

A
事

業
実

施
方

針
X

課
題

に
対

し
て

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
根

拠
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

あ
っ

た
か

X
X

X
X

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
定

根
拠

は
妥

当
で

あ
っ

た
か

X
X

X

そ
の

他
周

辺
環

境
の

変
化

は
あ

っ
た

か
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
周

辺
環

境
に

変
化

は
あ

っ
た

か
、

ま
た

そ
れ

は
ど

の
よ

う
に

影
響

し
た

か
X

X
X

（
「
１

．
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
績

」
を

参
照

）
　

　
　

　

看
護

現
任

教
育

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

ど
の

よ
う

に
実

施
さ

れ
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

結
果

は
次

の
計

画
に

結
び

つ
い

て
い

る
か

　
（
P

la
n
-
D

o
-
S
e
e
の

サ
イ

ク
ル

は
回

転
し

て
い

る
か

）
X

X
X

X

看
護

指
導

監
か

ら
地

域
保

健
看

護
師

へ
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
・
メ

カ
ニ

ズ
ム

は
あ

り
、

機
能

し
て

い
る

か
X

X
X

X

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
の

た
め

に
十

分
で

あ
っ

た
か

。
外

部
条

件
と

因
果

関
係

か
ら

確
認

さ
れ

る
計

画
の

論
理

性
は

あ
る

か
X

X
X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

に
貢

献
し

た
他

ド
ナ

ー
及

び
政

府
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
施

策
等

は
あ

っ
た

か
X

X
X

X

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
い

た
る

ま
で

の
P

D
M

記
載

以
外

の
外

部
条

件
の

存
在

は
確

認
さ

れ
た

か
、

あ
れ

ば
ど

の
よ

う
に

影
響

し
た

か
X

X
X

X

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出
度

合
い

は
適

切
か

。
「
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

」
の

調
査

結
果

X
X

X
X

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出
を

阻
害

し
た

要
因

は
あ

る
か

。
阻

害
要

因
と

対
処

方
法

X
X

X
X

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

充
分

な
活

動
で

あ
っ

た
か

。
「
活

動
実

績
」
と

「
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
実

績
」
よ

り
判

断
X

X
X

X

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

充
分

な
投

入
で

あ
っ

た
か

。
「
投

入
実

績
」
と

「
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
実

績
」
よ

り
判

断
X

X
X

X

人
事

院
が

定
め

る
1
5
の

能
力

基
準

は
変

化
し

な
か

っ
た

か
X

X

大
規

模
な

ア
ウ

ト
ブ

レ
イ

ク
は

発
生

し
な

か
っ

た
か

X
X

X

情
勢

は
悪

化
し

な
か

っ
た

か
X

X
X

地
域

保
健

看
護

師
の

異
動

・
退

職
率

は
変

化
し

な
か

っ
た

か
X

X
X

指
導

者
を

通
し

て
看

護
師

の
能

力
強

化
を

行
う

方
法

は
効

率
的

で
あ

っ
た

か
X

X
X

X

そ
の

他
活

動
か

ら
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
に

い
た

る
ま

で
の

外
部

条
件

の
存

在
の

有
無

と
そ

の
影

響
。

X
X

X
X

X

専
門

家
派

遣
（
人

数
、

タ
イ

ミ
ン

グ
、

分
野

）
X

X
X

X

供
与

機
材

（
種

類
、

機
種

、
数

、
タ

イ
ミ

ン
グ

）
の

適
正

度
X

X
X

X

研
修

員
受

入
（
タ

イ
ミ

ン
グ

、
人

数
、

研
修

内
容

）
X

X
X

X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

費
（
量

、
タ

イ
ミ

ン
グ

）
X

X
X

X

活
用

さ
れ

な
か

っ
た

投
入

の
有

無
X

X
X

X

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
配

置
（
人

数
、

タ
イ

ミ
ン

グ
、

分
野

）
X

X
X

X

コ
ス

ト
シ

ェ
ア

リ
ン

グ
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

費
（
量

、
タ

イ
ミ

ン
グ

）
X

X
X

X

提
供

さ
れ

た
施

設
設

備
の

適
正

度
（
規

模
、

タ
イ

ミ
ン

グ
、

質
）

X
X

X
X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
す

る
必

要
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

合
い

3
.

妥
当

性

因
果

関
係

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出

5
.

効
率

性

優
先

度

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

の
因

果
関

係

手
段

と
し

て
の

適
切

性

タ
イ

ミ
ン

グ
・
質

・
量

4
.

有
効

性

活
動

を
実

施
す

る
た

め
に

過
不

足
内

量
・
質

の
投

入
が

タ
イ

ミ
ン

グ
よ

く
実

施
さ

れ
た

か
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

選
択

・
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
選

定
は

妥
当

で
あ

っ
た

か
。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
。

外
部

条
件

の
影

響

看
護

指
導

監
に

よ
る

現
任

教
育

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

状
況

活
動

か
ら

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
い

た
る

ま
で

の
外

部
条

件
の

影
響

は
あ

っ
た

か
。

－43－



評
価

項
目

必
要

な
デ

ー
タ

事 前 資 料

大
項

目
小

項
目

そ の 他 関 連 機 関

 イ ン タ ビ ュ ー

資 料 レ ビ ュ ー

日 本 人 専 門 家

( 質 問 票 ・ イ ン タ

ビ ュ ー ）
評

価
設

問

地 区 看 護 指 導 者

（ 質 問 票 ・ イ ン タ

ビ ュ ー ）

地 域 保 健 看 護 師

（ イ ン タ ビ ュ ー ）

カ ウ ン タ ー パ ー ト

（ イ ン タ ビ ュ ー ）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
3
年

～
5
年

ま
で

に
、

上
位

目
標

の
達

成
は

見
込

め
る

か
。

中
部

地
方

に
お

け
る

住
民

の
地

域
保

健
サ

ー
ビ

ス
に

対
す

る
満

足
度

は
向

上
す

る
見

込
み

は
あ

る
か

X
X

X

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

。
社

会
経

済
的

要
因

、
社

会
文

化
的

要
因

、
等

で
、

中
部

地
区

に
お

い
て

地
域

保
健

看
護

師
の

行
う

地
域

保
健

活
動

の
質

の
向

上
を

阻
害

す
る

も
の

は
考

え
ら

れ
る

か
X

X
X

X
X

X

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

い
か

。
上

位
目

標
の

ロ
ジ

ッ
ク

は
現

状
か

ら
考

え
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
か

ら
乖

離
す

る
も

の
で

は
な

い
か

X

地
域

保
健

看
護

師
の

労
働

条
件

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
時

と
比

べ
、

悪
化

し
て

い
な

い
か

X
X

X
X

X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

上
位

目
標

に
至

る
過

程
で

、
他

の
外

部
条

件
の

影
響

は
考

え
ら

れ
る

か
X

X
X

X
X

想
定

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

プ
ラ

ス
の

影
響

は
あ

る
か

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
対

象
地

域
の

地
域

保
健

看
護

師
、

地
域

指
導

者
お

よ
び

他
の

機
関

や
他

地
域

へ
の

正
の

波
及

効
果

は
あ

っ
た

か
X

X
X

X
X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

対
象

地
域

の
地

域
保

健
看

護
師

、
地

域
指

導
者

お
よ

び
他

の
機

関
や

他
地

域
へ

の
負

の
影

響
は

あ
っ

た
か

X
X

X
X

X

法
律

･制
度

･基
準

等
政

策
的

側
面

、
ジ

ェ
ン

ダ
ー

・
人

権
・
貧

富
等

社
会

・
文

化
的

側
面

、
技

術
面

、
対

象
社

会
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

・
受

益
者

な
ど

へ
の

負
の

影
響

は
あ

っ
た

か
X

X
X

X
X

フ
ィ

ジ
ー

国
の

地
域

保
健

及
び

地
域

保
健

看
護

師
の

現
任

教
育

に
関

す
る

政
策

の
動

向
。

X
X

X
X

既
存

の
保

健
政

策
上

の
地

域
保

健
看

護
師

の
現

任
教

育
の

位
置

づ
け

、
看

護
師

現
任

教
育

の
今

後
の

必
要

性
、

全
国

的
に

制
度

化
す

る
な

ど
の

方
向

性
は

ど
う

か
X

X
X

X

保
健

局
と

各
地

区
の

現
任

教
育

の
現

場
を

つ
な

ぐ
、

現
任

教
育

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

職
位

の
定

員
配

置
化

は
な

さ
れ

た
か

X
X

X
X

地
方

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

委
員

会
に

よ
る

地
区

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

委
員

会
の

設
置

基
準

は
設

定
さ

れ
た

か
X

X
X

組
織

面
地

方
看

護
師

の
現

任
教

育
の

推
進

力
と

な
っ

て
い

る
組

織
が

協
力

終
了

後
も

継
続

的
に

推
進

で
き

る
か

。
中

東
部

保
健

局
が

現
任

教
育

を
進

め
て

い
く
上

で
の

必
要

な
組

織
的

条
件

（
職

員
数

、
マ

ン
デ

ー
ト

、
そ

の
他

制
度

的
措

置
等

）
は

充
分

か
X

X
X

X

経
常

経
費

を
含

む
予

算
の

確
保

は
行

わ
れ

て
い

る
か

。
現

任
教

育
に

配
分

さ
れ

る
予

算
が

地
区

保
健

予
算

に
占

め
る

割
合

は
ど

う
か

X
X

X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

り
将

来
の

予
算

が
増

え
る

可
能

性
は

ど
の

程
度

あ
る

か
。

予
算

確
保

の
た

め
の

対
策

は
充

分
か

。
今

後
の

現
任

教
育

の
予

算
確

保
の

見
通

し
は

ど
う

か
X

X
X

X

看
護

地
区

指
導

監
の

定
着

率
（
も

し
く
は

異
動

・
退

職
率

）
は

ど
う

か
X

X
X

X

地
域

保
健

看
護

師
の

定
着

率
は

ど
う

か
X

X
X

X

中
東

部
地

方
保

健
局

及
び

保
健

省
の

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の
定

着
率

（
も

し
く
は

異
動

・
退

職
率

）
は

ど
う

か
X

X
X

 
X

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

よ
り

地
区

指
導

監
に

移
転

さ
れ

た
技

術
は

定
着

す
る

か
X

X

地
区

看
護

指
導

者
に

対
す

る
研

修
は

今
後

誰
が

ど
う

実
施

す
る

か
X

X

地
区

看
護

指
導

者
に

移
転

さ
れ

た
技

術
の

定
着

率
は

ど
う

か
X

X
X

移
転

し
た

技
術

の
定

着
と

普
及

の
仕

組
み

は
あ

る
か

。

6
.

イ
ン

パ
ク

ト

財
政

面

技
術

面

政
策

・
制

度
面

因
果

関
係

波
及

効
果

上
位

目
標

達
成

の
見

込
み

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

か
ら

上
位

目
標

に
い

た
る

ま
で

の
外

部
条

件
の

影
響

は
あ

る
か

政
策

的
支

援
は

協
力

終
了

後
も

継
続

す
る

か
。

関
連

規
制

、
法

制
度

は
整

備
さ

れ
て

い
る

か
、

ま
た

そ
の

予
定

か
。

7
.

自
立

発
展

性

想
定

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

マ
イ

ナ
ス

の
影

響
は

あ
る

か
。
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２．質問票・インタビューの回答まとめ
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質問票集計(Supervisors) 有効回答 7 人 

妥当性 

➢ ＣＨＮのニーズと合っていたか？（非常に合致していた：7 人） 

 

有効性 

➢ プロジェクト開始後から今までに、ＣＨＮのパフォーマンスに変化が見られたか？ 

・ 研修をＣＨＮのニーズに応じたトピックで計画するようになった。 

・ 家庭訪問・コミュニティへの活動計画を自ら立てられるようになった。 

・ 態度の変化（積極性が増した） 

・ 研修で学んだことをすぐに実施するようになった。 

・ 新しいことや変化に対して拒絶的な態度をとっていたＣＨＮがいるが、彼女の態度に受け入れようというきざしがみえ

てきた。 

・ データ分析を通じて、ＣＨＮが必要な活動が考えられるようになり、計画できるようになった。 

・ ＣＨＮの役割が明確になったことによる自覚ができた。 

・ 報告のタイミングが早くなった。 

 

➢ ＣＨＮの分析フォーマットの使用はどの程度か？（非常によく利用している：1 人、ある程度：4 人、あまり使用していな

い 2 人） 

➢ 最も遠いＨＣかＮＳへのスーパーバイズのための訪問頻度はどうか？（四半期に一度：2 人、半年に一度：2 人、年に

一度 2 人） 

➢ ＣＭＲへのフォードバックは行っているか？（いつも：4 人―月例会議を利用して、ある程度：2 人、それほどしていない：

1 人） 

➢ フィードバックしたコメントを具体的に教えてください。 

・ レジスターをつけることを習慣にして、活動記録をつけること。 

・ Nursing Act を持っているかどうか聞いた。 

・ ＣＭＲに記入漏れがあったことを指摘。 

・ ＣＭＲを期日までに提出すること。 

・ データ分析を計画に生かすこと。(2 人) 

・ ＩＳＴに希望するトピック、ＩＳＴの現状での問題点があれば教えて欲しい。 

・ ＩＳＴで教えられた技術を通常業務において実施するよう心がける。 

・ ＣＨＮが新たな試みを提案したり記述してきたときは、それに対して意見を言った。 

➢ モニタリング＆スーパービジョンを実施することにおいての問題点 

・ 交通の確保 (6 人) 

・ スーパービジョンのための訪問を計画しても、他のプログラムとの重複があるときは調整しにくい。(4 人) 

効率性 

➢ 日本人専門家の専門分野・スキルへの満足度（大変満足 5 人、ある程度満足 2 人） 

➢ 供与された機材への満足度（とても満足 7 人） 

 

インパクト 

➢ 上位目標達成のために、何が必要か？ 

・ 保健省の引き続きのサポート（政策・制度・予算） (3 人) 

・ 保健省のＣＨＮに対するさらなる理解と重要性の認識 

・ 看護師の Working condition の向上 

・ 中部保健局の引き続きの活動モニタリング 

・ ＩＳＴ計画の妥当性を見極めること 

・ Community Awareness を高めるためのアウトリーチの強化 

・ ＣＨＮが、既製の研修トピック以外の研修トピックアイデアが出せるようになること。 

 

自立発展性 

➢ プロジェクトが終了しても、Divisional Level でのタスクフォースはＩＳＴを実施し続けると思うか？（非常に強く思う：4 人、

ある程度続くと思う：3 人） 

➢ プロジェクトが提供したＩＳＴへの技術はプロジェクト終了後も定着し続けると思うか？(非常に強く思う：5 人、ある程度

定着すると思う：2 人) 

➢ プロジェクト終了後のＩＳＴについての懸念事項 

・ ＩＳＴ予算がいつまで確保し続けられるかどうか。 

・ ＩＳＴタスクフォースとＳＤの良い関係が続くかどうか。 

・ Ｄｉｖｉｓｉｏｎはモニタリングを続けるかどうか。 

・ 保健省のコミットメントが維持できるかどうか。（2 人） 
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インタビュー回答まとめ 

 

保健省本省 看護薬剤課長（代理） Mrs. Taukei 

2008 年 1 月 25 日 

 

政策について 

人材育成は重点分野である。この政策は今後も変わらない。 

 

Public Service Commission（人事院）の Position Description とプロジェクトが作成した能力基準の調整について 

保健省としては能力基準を採択したので、ＣＨＮに関してはこちらを使用していく方針。ＰＳＣのポジション・ディスクリプ

ションは提出要請があれば提出しているという程度。またこれは、上司が部下を査定するだけで、しかも Confidential

の取り扱いなので、ＣＨＮの実際の業務に生かせるものではない。 

 

ＩＳＴコーディネータの人事院からの承認について 

ＩＳＴコーディネータの正式なポジションについて、保健省は人事院にすでに申請しているが、まだ承認はおりていない。

（保健省は現在、各ディビジョンにＩＳＴコーディネーターとリスク・マネジメントのポジションを申請している）。 ＩＳＴコー

ディネーターについては、人件費として一人年間 2 万フィジードル、3 地方で合計 6 万フィジードルを申請しているが、

この人件費が理由で承認されていない。 

 

ＩＳＴ全国展開について 

責任者は自分である。中東地方部保健局が協力してくれれば、全国規模や各 Division でワークショップを開く予算は

ある。 

 

全国展開のストラテジーは明確か 

全国展開することは決めているが、ストラテジーは現在何も考えていない。 

 

新ＣＭＲについて 

AusAID が新ＣＭＲを作成しているが、データの数を増やさないなどの基本姿勢は変わらないということ、現在のものと

似ているということを聞いているので、あまり心配はしていない。しかし、個人的には、ＣＨＮがプロジェクトを通じてＩＳＴ

にオーナーシップを持っていることを実感しているため、この前導入したばかりのＣＭＲがすぐに改訂されたということ

については、ＣＨＮたちの initial reaction が気になる。したがって、新ＣＭＲを紹介する最初のワークショップでは、ＣＨ

Ｎに拒絶反応を起こさせないように充分気をつけて実施しなくてはならない。 

 

（その他情報） 

現在、オーストラリアの James Cook 大学が Public Health Nurse と Midwife を Diploma Level に upgrade させるかどう

かを探るために、看護教育のカリキュラムの調査を実施している。今年中に結果が出ると聞いており、調査の結果ア

ップグレードしたほうがいいとなれば、Public Health Nurse と Midwife は Diploma Level になる。現在すでに勤務してい

る Public Health Nurse と Midwife については、数回研修を受けることでアップグレードさせるようになるかもしれない。 
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中東部地方保健局、 地域保健課長 Dr. Saketa 

2008 年 1 月 28 日 

 

プロジェクト目標の指標２と３について 

２のレポートについて、Annual Report のことを指しているのであれば、ＳＤからは毎年提出されている。 

毎年、Division の年次計画が 1 月末、ＳＤの計画が 2 月中に策定されるので、それまでにレポートを提出する。 

各ＨＳ・ＮＳからの年次報告書については、ＳＤレベルに行かないと詳細は把握できないが、レポートの形で提出する

ところとしないところがあると聞いている。 

３のプロポーザルについては、自分は把握していない。プロポーザルを提出しＤｉｖｉｓｉｏｎで承認されれば、Health 

Promotion Budget から予算は拠出できる。時期は問わずいつでも拠出できる予算である。 

 

スーパーバイザーのスーパービジョンの能力強化について 

必要性は感じている。新任のスーパーバイザーに対するガイドラインのようなものがないため、スーパーバイザーとし

てＩＳＴにはどのような工程で業務を実施すべきかの例になるようなものがあればいいと思う。 

 

プロジェクトの実施プロセスについて 

当初、プロジェクトが何を目指すのかというビジョンが共有できていなかった。今でこそこのプロジェクトはＩＳＴのシステ

ムを構築し、そのうえでＣＨＮの能力強化を行うという理解ができているが、最初はその考えに基づいたプロジェクトの

タイムラインが理解できなかった。また、ＪＩＣＡプロジェクトは側面支援を行うというコンセプトをこちら側が充分理解し

ていなかったため、混乱を生じ、活動が遅れた。ＪＩＣＡの支援コンセプトについては、2005 年 8 月大槻さんがプレゼン

テーションしてくれてやっと理解した。 

ＣＰのアサインが遅れたことについては、ＪＩＣＡプロジェクトにＣＰが必要であるという認識をこちらが持つまでかなりの

時間を要した。さらに予算がなかったこともあり、結果として 2006 年 5 月までアサインできなかった。 

 

ＣＥＨＳの今後のＩＳＴ継続の可能性 

ＩＳＴはＣＨＮ能力向上に役立つシステムであるということが、ＭＯＨ、Ｄｉｖｉｓｉｏｎレベルでも認識されてきたと思うので、Ｉ

ＳＴの継続性は高い。ＣＥＨＳとしてはもちろん今後も継続して実施していく。 

 

全国展開への協力 

保健省が全国展開をするなら喜んで協力する。また、ＣＥＨＳのＩＳＴ関係者が他地域に出張してＩＳＴ紹介などを行うこ

とも要請があれば出かける。 

 

ＩＳＴ予算 

ＩＳＴとしての予算のくくりはないが、保健局の人材育成として研修費用は 2006 年 15,000 フィジードル、2007 年 15,000

であった。2008 年は 10,000 ドルであるが、他のファンドを使用することは可能。使用可能なファンドとして、Health 

Promotion Fund が 100,000 ドル、AusAID の Public Health Training ファンドが 1.3M ドルある。これらを使用して昨年と

同規模のＩＳＴは実施できる。 
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中東部地方保健局 中部地方看護指導監  Sr. Matiavi 

2008 年 1 月 28 日 

 

プロジェクト目標の指標２と３について 

どちらも把握できていない。指標２については、ＣＭＲの年間のまとめという理解であった。それなら全ＨＣ／ＮＳから

提出されている。（それではない、と言うと）書類になったものはほとんどない。いくつかのＨＳ／ＮＳは年間のデータを

まとめた後で分析し、問題点などを記述したレポートを上げてくる。レポートの不備は認識しているので、2007 年 11 月、

年間レポートの目次を Division で指定し、目次項目に沿って記述するようスーパーバイザーレベルにはレターを出し

た。 

指標３については、プロポーザルは通常、ＣＨＮ→ＳＤＨＳ→Ｄｉｖｉｓｉｏｎの看護関連部署→ファイナンスという流れで、フ

ァイナンスに到達する過程でプロポーザルのコピーは通常取られない。したがって、ファイナンスにはオリジナルが保

存されているはず。（その後、ファイナンスにマチアビさんと一緒に確認に行くも、ファイナンスにはないという回答。ど

こに保存されているか知らないとのこと。）また、ＣＨＮのプロポーザルは直接ＮＧＯなどに提出されることもあるので、

保健局として全てを把握できるわけではない。 

 

スーパーバイザーの業務工程を具体的にガイドラインすることについて 

それはあったほうがいいと思う。プロジェクトがいる間にアドバイスをもらう。 

 

スーパーバイザーのモニタリング・スーパービジョンについて 

モニタリング・スーパービジョンに特化した研修は実施していない。今後実施する必要があると思う。2008 年はスーパ

-バイザー研修を 3 度（3 月、7 月、11 月、合計 6 日）実施する予定なので、モニタリング・スーパービジョン研修をその

中で実施したい。 

 

中東部地方保健局 地域保健看護師現任教育コーディネーター Sr. Tamani,  

2008 年 1 月 25 日 

 

プロジェクトにより、ＣＨＮの能力が強化されたか。 

向上はした。しかし、まだ不十分な点もあるので、今後もＩＳＴを継続して、モニタリングし続けることが重要。 

 

ＣＭＲは能力強化に役立っているか 

役立っている。以前から人事院作成のＡＣＲという能力査定基準があるが、これは上司が部下を査定するだけのもの

で、実際の業務に生かすことは不可能。その点ＣＭＲは、自己査定・上司が部下を査定、という 2 種類の査定があり、 

査定結果に基づく双方向の議論までなされているので、部下は自分の弱点を認識し、上司に相談できる土壌が整っ

た。そして実際使用することにより、ＣＨＮから客観的・総合的に自己能力が査定できたとの声を多数聞き、弱点に焦

点をあてた能力向上をめざすようになった。 

 

プロジェクト実施のプロセスについて問題点 

・ ＩＳＴコーディネータアサインが遅れた 

・ ＪＩＣＡプロジェクトの運営管理の方法が最初よく理解できなかった 

・ コストシェアするという概念もなかったので、最初はフィジー側の予算獲得がうまくいかないことが多かった。 

しかし、プロジェクトは今、これらの問題をクリアしていると思う。 
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プロジェクトの意思決定にどの程度関わったか 

とても深く関わったと思う。特に、日本人がものごとを決めるときに必ず関係者を集め、まず情報をシェアし、議論し、

決定していくというプロセスは新鮮だった。 

追加して言わせて欲しい。プロジェクトの業務方法で印象的なことがいくつかある。タイム・マネジメントがよくできるこ

と、リソース・マネジメントに無駄がないこと、整理整頓ができていること、である。 

 

ＩＳＴプログラムの今後について 

自分の立場では、今後も続くとしか言えないが、自分はずっと継続して欲しいプログラムだと思う。 

 

今後、スーパーバイザーの指導は誰が行うのか？ 

マチアビさんと自分が中心になる。（特に能力基準・ハンドブックについて）その他、特定のトピックがあれば、その都

度専門家を探し、指導者となってもらう。その指導者を探すのも自分の業務である。 

 

中東部地方保健局 地域保健主任 Dr. Solomone 

2008 年 1 月 28 日 

 

ＩＳＴにおける自己の役割 

技術的アドバイスをすること。活動拡大に協力すること。 

 

ＣＭＲはＣＨＮの能力強化に役立っているか 

役立っている。自分で査定できるという点がポイント。 

 

ＣＨＮの能力向上をどのように認識しているか 

ＣＨＮは以前はおとなしく、受身の態度を取ることが多かったが、積極的になってきた。 

自分にはどのような研修が必要かがわかるようになってきた。 

データの質が向上し、コミュニティの問題がよりクリアになった。 

 

スーパーバイザーのスーパービジョン能力について 

さらなる向上が必要。スーパーバイザー研修のトピックのひとつとしたい。 

 

ＩＳＴに今後必要なことは？ 

さらなる知識の向上 

 

スバ地区看護師長 （前東部地方看護指導監） Sr. Asinate 

2008 年 5 月にはまた前職に戻る予定 

2008 年 1 月 28 日 

 

能力基準の作成工程について 

能力基準を作成する段階で、広く意見を聞こうということで、西部・東部・北部すべてのＤｉｖｉｓｉｏｎも参加した。 

 

東部への能力基準導入について 

東部へは 2007 年 8 月に研修が実施された。（東部が研修に参加した。） 
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プロジェクト目標の指標２と３について 

指標２については、2006 年まではＣＭＲのことを指していたのだと理解している。ＣＭＲであれば、すべてのＨＳ／ＮＳ

が提出している。もし、何らかを記述した書類のことを言うのであれば、提出しているところとしていないところがある

が、書類化しなくてはいけないと指導したことはないので、しかたがないと思う。 

指標 3 について、たしかに、以前はスーパーバイザーがプロポーザルを書いていたが、今はＣＨＮが書くようになった。

しかしながらプロポーザルをすべて把握するのは非常に困難である。（理由はマチアビさんと同じ） 

 

ＩＳＴに関しての問題点 

ＩＳＴだけではなくて広くいえること。自分もそうだが、人事異動が激しい。同じポストに 1 年もいられないので、状況がよ

くわからないまま、次のポストに行くことになる。これは、スーパーバイザーレベルに広くいろんなところを見てもらおう

という政府の方針だと聞いているが、状況把握が困難であることに加えて、上司と部下のコミュニケーションも中途半

端になってしまう。 

 

オーストラリア国際開発庁 Fiji Health Sector Improvement Program, Public Health Information System Advisor 

Ms. Jackie Kent ＆ Ms. Marica Kepa, Project Officer 

2008 年 1 月 28 日 
 
AusAID の予算をプログラム間でやりとりできるシステムはあるのか？ 
ある。Project Variation Form というものがあり、どこかのプログラムの予算が不足すれば、余剰が出そうなプログラ

ムから予算を移動させることができる。プロジェクト・ダイレクターのサインで対応可能。6,000 ドル以内の予算移動で

あれば問題はない。 
 
新ＣＭＲについて 
① なぜ変えなくてはいけないのか？ 
まず、ＪＩＣＡがＣＭＲを整理したことは知っているし、ＪＩＣＡの保健情報収集のコンセプトと我々のコンセプトは同じであ

る。すなわち、無駄なデータはとらない、しかし必要なデータは統計可能にするため収集法を変える、ということである。

現在のＣＭＲでは、保健省統計に必要なデータが収集できないものがある。例えば、外来患者の疾患分類、ＭＣＨ、

慢性疾患に関しては特に情報が不足している。しかしながら、ＨＣレベルで対応ができないものを加えるつもりはない。

また、現在収集しているが統計データとして出す意味のないインディケータはカットする方針である。 
参考のために申し上げると、現状は、保健施設レベルで収集されたデータはＳＤに提出され、ＳＤがＤｉｖｉｓｉｏｎに提出し、

最終的に保健省の保健情報統計室で管理される。保健情報統計室では、2、3 人のスタッフが全てのＣＭＲの項目を

毎月データ入力している。そして、年間で取りまとめられ年次報告書に記載するのであるが、記載できないデータ、記

載しても意味のないデータが多いことを理解して欲しい。個人的には、現状では収集データは統計にはほとんど使え

ないと思っている。 
 
② どのような工程をとっているか？ 

2007 年 4 月に開始。保健省の保健情報統計のスタッフとワーキング・グループを構成し、パイロット版を作成した。

2007 年に 3 地域の７つの保健施設でパイロットテストを実施した。この結果、2007 年 11 月に保健省と関係当局から

承認を受けた。ＣＭＲ改訂に伴って、データソースであるレジスターブックの変更も必要なことから、現在協議中。 
 

③ 現場レベルにいつ導入予定しているか？その後の改訂予定は？ 

2008 年 6 月に導入予定。ＪＩＣＡがハンドブックを導入して間もないこともあるので、最初はＣＨＮの拒否反応を少なく

するためにハンドブックを持参してもらい、どこが変わるかをワークショップ等で説明したい。 

－55－



  

地区看護指導者へのグループインタビュー 

（スバ地区 1 名、 レワ地区 3 名、 ナイタシリ地区 1 名、 セルア・ナモシ地区 1 名、タイレブ地区 1 名の合計 7 名

が参加） 

2008 年 1 月 23 日 

 

能力基準が作成され、使用されるようになってＣＨＮやあなたがたに変化は見られたか 

人事院に提出する Annual Confidential Report があるが、これは、上司が部下を査定するもので、部下へのフィードバ

ックもない。今は、ＣＨＮが査定し、スーパーバイザーが同じ項目をＣＨＮに対して査定し、その後お互いの結果を基に

1 対 1 で議論する。これにより、ＣＨＮとのコミュニケーションが増した。ＣＨＮは自己の弱点を知ることで、その後の業

務に弱点を克服しようとする姿勢が見られる。 

 

ＣＭＲや分析フォーマットのＣＨＮの使用はどうか 

ＣＨＮは分析能力が向上した。以前は National Level でデータ分析が行われていたため、ＣＨＮはデータを上司に送っ

てしまえばそれでデータは自分の手から離れてしまっていた。現在はデータを自分で分析でき、能力向上を実感して

いる。 

 

ＳＤレベルでのＩＳＴタスクフォースについて 

スーパーバイザーの人数が多い Suva Rewa では存在する。メンバーは、ＳＤＨＳ・ＨＳとゾーンナースの代表、他地域

ではＳＤＨＳとＨＳが担当しており、タスクフォースは存在しない。 

 

ＳＤレベルでのＩＳＴの計画方法は 

ＭＯＨのビジネスプランができて、Divisional Business Plan ができた後で、ＳＤのプランを作成する。 

ＣＨＮからも要望が出るので、調整しながら計画策定している。 

 

ＣＨＮが研修の要請を出したときには、研修の妥当性をどのように判断しているか 

保健省の方針に基づいているか、コミュニティでの優先度は高いかが判断材料であるが、概ねの研修は保健省の方

針に従ったもの。 

 

スーパーヴィジョンのために、ＨＣ・ＮＳをどの程度訪問しているか 

四半期に一度 

 

この先、ＣＨＮのコミュニティ・ヘルスサービスを向上させるために、ＣＨＮにとってスーパーバイザーにとって必要にな

ることは何か 

ＣＨＮが使える予算の増額、機材の充実、ＣＨＮの給料増額、スーパーバイザーのモニタリングと評価の強化、看護の

増員、上位機関からの保健情報通達の向上 

特に言いたいことがあれば 

スーパーバイザーはプロジェクトのおかげで、コミュニティの状況、ＣＨＮの現状を知ることができた。 

ＣＨＮはコミュニティでの保健教育を行うなど大変頑張っている。機材などで協力してやりたいが、充分ではない。 
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各地区の地域保健看護師へのグループインタビュー (  )内は参加人数 

質問 スバ地区 （5 名） レワ地区 (5 名) セルア・ナモシ地区 （5 名） ナイタシリ地区 （4 名）

プロジェクト

開始前のＩＳ

Ｔの状況 

研修はあった。しかし、事前

にきちんと計画されていな

かったので、参加できる人

が限られた。 

以 前 は 、 IMCI STI/HIV 

Pepsmear EPI などでマネ

ジメントに関する研修はな

かった。 

研修はあった。しかし回数

は現在より少なかった。 

研修はあったが、計画的で

はなかった。 

プロジェクト

が 開 始 し て

か ら 、 能 力

が 向 上 し た

と思う点を具

体的に教え

て 欲 し い 。

(複数回答含

む) 

記録をつけるということに慣

れた。特に、記録に基づい

て、ワクチンの在庫管理能

力が向上した。 

自身の能力の弱点が把握

できた。 

スーパーバイザーや、他の

ＣＨＮとコミュニケーションを

とることに躊躇しなくなった。 

ＴＢの増加や 10 代の妊娠

の増加など、経験から推

測していたことがデータに

よって裏付けられた。 

以前はＳＤＨＳがプロポー

ザルを作成していたが、Ｃ

ＨＮが参加できるようにな

り、コミュニティのニーズ

が反映されやすくなった。

データフォーマットへの記

録が整理・統一され、業

務が減った。 

データ分析を学んで、コミ

ュニティに何が必要か、

何が優先事項かがわか

った。 

以前はデータは他人がな

んとかするものだと思って

いたが、自分でハンドリン

グするようになった。 

コミュニティでどの疾患が問

題なのかということがデータ

に基づいていえるようになっ

た。 

今まで月例報告を行ってい

たが、誰が分析しているの

か気にしていなかったが、

自分で分析するようになっ

てデータ収集に興味がわい

た。 

以前は自分の活動計画を

立てたことがなかったが、ＩＳ

Ｔで計画の立て方とコミュニ

ティに対する保健活動を学

び、自分で週間活動計画を

作成するようになった。 

記録の正確性が向上したの

で、月末に集計をするのが

簡単になった。(以前はこの

作業に多くの時間をとられ

ていた。) 

全てのＣＨＮの能力が標準

化できるようになり、自分が

皆と比べてどの程度の能力

なのかを意識するようにな

った。 

毎日、業務後に Daily Work 

Book をつける習慣ができ、

時々レビューするようになっ

た。 

ハンドブック

の使用頻度

はどの程度

か？ 

まだ頻繁に使用はしていな

いが、四半期ごとに参考に

しようと思う。 

頻繁に使用している。どこ

に何が書かれているかだ

いたいわかる。 

まだ頻繁に使用はしていな

いが、四半期ごとに参考に

しようと思う。 

まだ導入されたばかりなの

で、それほど使用していな

い。 

スーパーバ

イ ザ ー か ら

のフィードバ

ックについて 

（参加したＣＨＮが皆ＨＣの

ナースだったので）スーパー

バイザー（Ｓ）がいつもいる

状況なので、頻繁にアドバ

イスしてもらっている。 

ＣＭＲ提出後は必ずＳに呼

ばれて、その場で疑問点を

質問される。 

以前はフィードバックな

し。2007 年第 3 四半期分

からフィードバックが行わ

れた。 

以前はフィードバックは特に

なかったが、2007 年第 3 四

半期の報告についてＳは皆

にコメントを書いた。（Data 

Analysis Sheet へ） 

2007年12月に新しいＳが着

任したばかりなので、今のと

ころはフィードバックはな

い。以前のＳもフィードバッ

クなしだった。 

ス ー パ ー ビ

ジョンの訪問

を 受 け た 回

数の変化（Ｓ

Ｄのヘッドオ

フィス以外の

ＣＨＮにのみ

質問） 

（最も遠いヘルスセンター・

看護ステーションでも中心

地から 45 分で来られるた

め、該当者なし） 

① 前回 2007 年 10 月、

その前 2007 年 3 月、

それ以前はなし。 

② 前回 2007 年 8 月、そ

の前はなし 

③ 前回 2007 年 11 月、そ

の前 2006 年第 2 四半

期、それ以前はなし。 

④ 前回 2008 年 1 月、その

前 2007 年 8 月、その前

はなし 

 

① 前回 2007 年 10 月、そ

の前 2006 年第 3 四半

期、その前はなし 

② 前回 2007 年 11 月、そ

の前はなし 

フィードバッ

クの際のコメ

ントを具体的

に 教 え て 欲

しい。 

ＣＭＲに特記事項があるとき

は、くわしく書くように。 

もっと頻繁にアウトリーチに

でかけるように。 

以前技術指導をしたが、そ

の後どうなったか報告する

ように。 

（ＮＣＤが問題になってき

たことについて）リスク年

齢層を特定して、そこに

介入しなさい。 

コミュニティアワネスを高

めるため、ＳＤもサポート

する。 

コミュニティの健康教育で

機材が障害になっている

のであれば、機材をサポ

ートする用意がある。 

機 材 不 足 に つ い て は 、

division に相談して報告する

ので、待つように。 

特になし（看護指導者が新

任のため） 
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能力基準は

どのように役

立 っ て い る

か？ 

弱点が明確になった。 

Ｓとは弱点をどのように向上

させるかについて話し合うよ

うになり、議論の焦点が定

まった。 

弱点が明確になった。 

Ｓとは弱点をどのように向

上させるかについて話し

合うようになり、議論の焦

点が定まった。 

弱点が明確になった。 

Ｓとは弱点をどのように向上

させるかについて話し合うよ

うになり、議論の焦点が定

まった。 

自己採点が思ったよりいい

スコアだったので、自信がつ

いた。 

自己採点をして弱点が明確

になった。 

Ｓが着任したばかりで、Ｓは

まだアセスメントしていない

と思うが、早く結果を知り、

議論したい。 

一方で、もし自己採点スコア

よりＳのスコアが悪ければ、

自信をなくすような気がす

る。 

今 後 に つ な

がる（期待以

上の）ポジテ

ィブインパク

ト 

プロジェクト開始後は、ＩＳＴ

が事前に計画され、きちん

とスケジューリングされるよ

うになったので、参加できな

かったＣＨＮが把握できる。

そして、ＳＤとして月例会議

などを利用して参加できな

かったＣＨＮに研修のフォロ

ーを実施している。 

アウトリーチ：以前はＣＨ

Ｎひとりで行っていた。Ｃ

ＨＮが協力してＳＤにアウ

トリーチ強化を要請した。

2008 年 2 月から、アウトリ

ーチはチーム（医師含む）

で行くことが決定した。 

 2007 年 12 月のＳＤレベルの

月例会議で、各ＨＣとＮＳは

年間活動をプレゼンテーシ

ョンし、互いの活動をシェア

した。それにより、次年度のＩ

ＳＴ計画が立てやすくなっ

た。（その場で計画を立て、

皆が納得する計画を策定で

きた。） 

上位目標に

つ な げ る に

あたり、次の

項目を重要

と 思 う 順 に

順 序 付 け し

てほしい。 

1. モニタリングと評価の強

化 

2. 看護の増員 

3. 給料増額 

4. ＩＳＴを通じた能力向上 

5. 機材の充実 

6. 上位機関からの保健情報

通達の向上 

7. ＣＨＮが使える予算の増

額 

1.ＣＨＮが使える予算の増

額 

2. 機材の充実 

3.給料増額 

4.ＩＳＴを通じた能力向上 

5. 上位機関からの保健

情報通達の向上 

6.看護の増員 

7. モニタリングと評価の

強化 

1. ＣＨＮが使える予算の増

額 

2. 機材の充実 

3. 給料増額 

4. モニタリングと評価の強化 

5. 看護の増員 

6. ＩＳＴを通じた能力向上 

7. 上位機関からの保健情報

通達の向上 

1. 上位機関からの保健情報

通達の向上 

2. 機材の充実 

3. ＩＳＴを通じた能力向上 

4. モニタリングと評価の強化

5. 給料増額 

6. ＣＨＮが使える予算の増

額 

7. 看護の増員 

今 後 の Ｉ Ｓ Ｔ

に 期 待 す る

こと 

ＩＳＴｼｽﾃﾑを継続してもらい

たい。 

Ｓのモニタリングも現状維持

で実施して欲しい。 

ＩＳＴｼｽﾃﾑを継続してもら

いたい。 

ＳＤレベルの研修は、ＣＨ

Ｎのニーズにもっと沿って

欲しい。 

（ＣＨＮニーズとは、コミュ

ニティへの効果的なアプ

ローチ法、コミュニティの

住民の理解が容易になる

教育法） 

研修計画策定の際は、ＣＨ

Ｎの能力基準を利用して、

多くのＣＨＮにみられる弱点

を優先的に強化するようなト

ピックを選定してほしい。 

Ｓの能力基準はあるのか。 

ぜひ今のＩＳＴｼｽﾃﾑを継続さ

せてほしい。 
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